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終了時評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：コスタリカ共和国 案件名：参加型生物多様性保全推進プロジェクト 

分野：自然環境保全 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部 協力金額（終了時評価時点までの実績）：511,877 千円 

協力期間： 
(R/D) 2013 年 4 月～2018 年 3 月

31 日 

先方関係機関：環境エネルギー省 国家保全地域庁 

他の関連協力：技術協力プロジェクト「コスタリカ バラ・

デル・コロラド生物保護区における住民参加型管理プロジェ

クト」（2008 年 10 月～2011 年 10 月） 

１－１ 協力の背景と概要 
コスタリカ共和国（以下、「コスタリカ」と記す）は、「生物多様性ホットスポット」である

メソアメリカ地域の中でも、生物多様性の保全上、重要な国と位置付けられている。しかし、

1940 年に国土の 75％であった森林被覆率は、1987 年には 21％まで減少した。そのため、コス

タリカ政府は 1980 年代後半より先駆的な森林保全、生物多様性保全のための政策、活動を実施

してきた。その活動の結果、森林面積は 2010 年には 52％程度まで回復するに至っている。 
一方、自然保護区の管理体制については、一部の保護区を除くと、人間活動を排除すること

を前提とした管理モデルが適用されており、実際の管理活動としては、保護区内及び周辺域に

おける違法活動の取り締まりが中心である。そのため、保護区によっては、保護区内・周辺住

民と保護区行政担当機関の間に軋轢が生じている。そこで独立行政法人国際協力機構（JICA）

は、コスタリカ政府の要請に基づき、2008 年 10 月から 3 年間にわたり、「バラ・デル・コロラ

ド生物保護区住民参加型管理プロジェクト」を実施した。その結果、同プロジェクトは保護区

における参加型協働管理の基礎的体制を確立するなどの成果を上げ、対象となったバラ・デル・

コロラド生物保護区は、コスタリカで参加型管理が実践されているモデル的な保護区とみなさ

れるようになっている。  
コスタリカにおける先駆的な参加型生物多様性保全に係る経験は、国際的に注目を集めてい

るが、このコスタリカの経験や実績については、体系的な整理や検証が十分なされているわけ

ではない。世界、とりわけ中米のメソアメリカホットスポットにおいて効果的な生物多様性保

全を進める上で、コスタリカの経験を知識（Knowledge）として有効活用することが内外から期

待されている。このような中、コスタリカ環境エネルギー通信省は、生物多様性保全に係る経

験を特に中米地域に共有し国際貢献につなげたいとの考えに基づき、本案件をわが国に要請し、

2012 年度に本件が採択された。 
 

１－２ 協力内容 
（１）上位目標 

コスタリカ及び中米各国における参加型生物多様性保全に関する政策とシステムが、知識

の適切な利用により強化される。 
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（２）プロジェクト目標 
コスタリカにおける参加型手法の知識（Knowledge）を共有するメカニズムがコスタリカ国

内外で構築される。 
 

（３）成果 
1： 野生生物保護区における参加型管理手法がバラ・デル・コロラド野生生物保護区で実施・

検証され、それを普及するための経験的な知識が引き出される。  
2： コスタリカにおける参加型生物多様性保全の知識が体系化される。 
3： 参加型生物多様性保全の政策とツールが、コスタリカにおいて提案される。 
4： 参加型生物多様性保全の知識がコスタリカ国内外で共有される。 

 
（４）投入（終了時評価時点） 
 日本側： 

1) 長期専門家派遣：5 名（延べ人数） 
2) 研修員受入：58 名 
3) 機材供与：約 1,669 万円 
4) ローカルコスト負担：約 199 万US ドル 

 コスタリカ側： 
  1) カウンターパート（C/P）配置：82 名(延べ人数、うち主要C/P は 43 名) 
  2) プロジェクト事務所：生物多様性研究所（INBio）内の事務所及び必要な整備 
  3) ローカルコスト負担：69,788.08US ドル 

２．終了時評価調査団の概要 

調査団 担当分野 氏名 所属先・職位 
総括 森田 隆博 JICA 地球環境部 次長 
生物多様

性保全 
長谷川 基裕 JICA 国際協力専門員 

協力企画 稲川 武 JICA 地球環境部 森林・自然環境グループ自

然環境第二チーム ジュニア専門員 
評価分析 三島 光恵 OPMAC（株）取締役 上席コンサルタント 

 

調査期間：2017 年 9 月 24 日～10 月 12 日 評価種類：終了時評価 

３．調査結果の概要 

３－１ 実績の確認 
 本プロジェクトは、いくつか実施中もしくは今後実施予定の活動が残されているものの、協

力期間終了（2018 年 3 月末）までに活動を完了し、初期の目標はほぼ達成可能と評価した。 
 
（１）各成果の達成状況 
成果 1：野生生物保護区における参加型管理手法がバラ・デル・コロラド野生生物保護区で実

施・検証され、それを普及するための経験的な知識が引き出される。 
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プロジェクト終了時までに達成される可能性が高い。終了評価時点では、バラ・デル・コ

ロラド野生生物保護区での経験を検証してとりまとめた全国の野生生物保護区参加管理に関

する技術ガイドは作成中であったが、技術ガイド作成のベースとなる各活動の経験をとりま

とめた報告書やマニュアルは既に完成している。 
 
成果 2：コスタリカにおける参加型生物多様性保全の知識が体系化される。 
大部分が達成されており、プロジェクト終了時までに達成される可能性が高い。計画され

た 4 つのテーマの報告書（NGO、エコツーリズム、環境への意識改善、生物多様性の保全と

持続可能な生産の経験）、国家保全地域庁（SINAC）創設・発展過程の報告書、参加型生物多

様性保全の経験の事例集は、計画通りに作成されている。21 の参加型経験の横断分析を最終

化する過程にあり、プロジェクト終了時までに完了する見込みである。参加型経験事例の体

系化ガイドラインに組織としての取り組みの実施方針を追加し、このガイドラインや体系化

された経験の各種報告書については、プロジェクト終了前に業務の参照資料として公的承認

することが計画されている。 
 
成果 3：参加型生物多様性保全の政策とツールが、コスタリカにおいて提案される。 
大部分が達成されており、プロジェクト終了時までに全て達成される可能性が高い。終了

評価時点で実施中の「SINAC 戦略計画 2016-2026 に基づく市民参加ガバナンスプロジェクト

とマクロプロセス（上位政策）の行動計画」、ゾーニングガイドライン、環境サービスの支払

い（PES）のためのインパクト・モニタリング・システム、参加型環境モニタリングのレポー

トは、プロジェクト終了時までに最終化され、プロジェクト終了前に業務資料として公式に

承認される予定である。 
 
成果 4：参加型生物多様性保全の知識がコスタリカ国内外で共有される。 
ほぼ達成されており、プロジェクト終了時のセミナー開催で達成されるとみなされる。本

プロジェクト実施中に開催したコスタリカ国内イベント 19 回、国際イベント 13 回を通じ、

本プロジェクトでまとめた参加型の経験事例を発表し、参加者と共有した。また、参加型多

様性保全の知識は、ソーシャルネットワークキング・システムを通じたコスタリカ内外の関

係者とのコミュニケーション、プロジェクトで作成された報告書の SINAC ウェブサイト上で

の公表により共有されている。 
 

（２）プロジェクト目標の達成見込み 
プロジェクト目標：コスタリカにおける参加型手法の知識を共有するメカニズムがコスタリ

カ内外で構築される。 
終了時評価時点でプロジェクト目標指標のうち、各保全地域で本プロジェクトで集約され

た知識を利用した 1 つ以上の事例があることは概ね達成、50 人以上が参加した海外との知識

交流ネットワークは達成済み、SINAC ホームページでの知識共有については、部分的に達成

していた。他方、中米環境開発委員会（Central American Commission for Environment and 
Development：CCAD）等の地域国際機関との知識共有のためのメカニズム構築については、
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SINAC 内で知識共有を担当する責任部署あるいは体制が公的に定められておらず、未達成で

あった。早急に体制構築されれば、プロジェクト終了までに予定通り達成される見込みはあ

る。プロジェクト目標達成のためには、SINAC の中央レベルに体系化した知識をレビューし、

どのような知識を共有するかを取り決め、情報技術通信部（IT）を通じてレビュー結果をウ

ェブサイト上に報告するナレッジマネジメント責任部署を設けることが求められる。 
 
（３）上位目標の達成見込み 

上位目標：コスタリカ及び中米各国における知識を適切に活用し、参加型生物多様性保全

の政策とシステムが強化される。 
上位目標達成についてはまだプロジェクト終了後の状況を確認する必要があるが、一例が

みえてきている。「SINAC 戦略計画 2016-2026」の下で作成途中の「市民参加・ガバナンス

行動計画」では、本プロジェクトの参加型生物多様性保全の経験の体系化を通じた知識が環

境教育等についてすでに反映されて作成されつつある。 
 
３－２ 評価結果の要約 
（１）妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高い。コスタリカ側の国家開発政策 2015-2018、生物多様性保

全政策 2015-2030、SINAC 戦略計画 2016-2026 年において、また、中米環境開発委員会(CCAD)
の中米地域環境戦略 2015-2020 における住民参加による生物多様性保全推進の方針に合致す

るものである。さらに、日本の対コスタリカODA 政策の環境分野を中核とした持続的発展支

援、コスタリカへの援助を通じた中米周辺国への裨益を目指す方針とも合致している。コス

タリカの野生生物保護区等では人々が居住して生産活動を行っており、生物多様性保全の推

進には住民参加が不可欠で、そうした取り組みの前例がいくつかあった。それらの過去の経

験を参照しやすく体系的にとりまとめて国内外で適用してくいくニーズがあった。 
 

（２）有効性 
本プロジェクトは、SINAC の各保全地域事務所職員をターゲットとした住民参加型経験の

情報の体系化、およびその情報の SINAC 内外での共有について有効であった。一方、SINAC
本部事務局で上位目標の政策や制度の強化に向け、SINAC の参加型生物多様性保全の経験の

体系化とその知識の共有を推進する担当主体が不在のままとなっている。中間レビュー時に

市民参加ガバナンス部が担当することが期待されたが、同部の業務所掌の詳細が制定途中で、

プロジェクト活動への参加が比較的限られたものとなったことと、体系化した知識のユーザ

ーが誰なのかが明確に定義されておらず、知識の体系化の活動主体は専ら地域事務所職員に

焦点があてられていたことに起因する。SINAC 中央レベルにおいて知識の共有とオペレーシ

ョンへのフィードバックメカニズムを構築するよう、本部事務局レベルの体制強化が必要で

ある。 
 

（３）効率性 
地域レベルでの活動については、プロジェクト連絡員とともに行った投入、活動、成果ま
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での効率性は中程度であった。一方、SINAC 本部事務局で知識の集約を行う活動については

人員の投入不足等があり、活動は限定的となった。本プロジェクト活動の一部遅延の要因は、

プロジェクトのデザインにおいて住民参加のアプローチの多様性をすべて考慮し、非常に多

くの活動を設定し、多様な投入を要したことが一因と考えられる。プロジェクト実施の効率

性を高めるためには、プロジェクト目標や上位目標との関連で、途中で最重要課題に注視し

て活動を絞ることもできたのではないかとみられる。 
 

（４）インパクト 
本プロジェクトの成果が市民参加ガバナンス行動計画案策定に反映されつつあるが、その

他のインパクトとして、バラ・デル・コロラドにおいて農牧省や教育省などの関係機関と協

力して本プロジェクトで実施した住民参加型管理を通じ、それら関係機関の対象地域での業

務活動の発展につながっていること、またバラ・デル・コロラドで作成した数々のマニュア

ル・資料は他ドナープロジェクトによって参照され、中米他国にも普及しつつあること、等

があげられる。 
 

（５）持続性 
終了時評価時における持続性の見込みは、中程度とみられる。政策・制度面では、現行の

政策の継続性はは見込まれる。組織面では中央事務局での市民参加ガバナンス部の体制にや

や懸念はあるものの、技術面においては、バラ・デル・コロラドの住民参加の取り組みの継

続や類似状況の地域への経験の普及がみられ、各保全地域事務所における経験の体系化への

取り組みや予算獲得の努力があり、体系化作業の予算獲得は見込まれる。 
 

３－３ 効果発現に係る貢献・阻害要因 
（１）貢献要因 

1) 計画内容に関すること 
特になし 

2) 実施プロセスに関すること 
・ SINAC の過去の経験の情報の体系化において、地方自治体等の多くの関係組織を巻き

込んで参加型で行ったことで、国内のさまざまな組織の関係者の知見の共有と関係強

化につながっている。 
 
（２）阻害要因 

1) 計画内容に関すること 
以下の点がプロジェクト実施の効率性を阻害する要因となった。 
・ 本プロジェクトで目指される参加型生物多様性の「知識」や「体系化」の範囲が絞ら

れなかったため、活動が拡散し投入要素が非常に多くなった。 
・ プロジェクト目標・成果・活動の論理的なつながりに不明確な点があった。 
 

2) 実施プロセスに関すること 
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・SINAC 本部事務局がナレッジマネジメントを担当する体制を重視して、設置の検討が

早期になされなかったため、プロジェクト目標の達成に遅延が生じた。 
 
３－４ 結論 

プロジェクト終了時までに保全地域での住民参加経験のナレッジマネジメントを担当す

る体制が SINAC 本部事務局で構築されれば、プロジェクトは全体として高い評価に値する。

本プロジェクトは、コスタリカの各保全地域の経験・情報を体系化し、その結果の知見を関

係者と共有することができたという点において、効果の高いものであった。一方、その知識

を今後の政策立案や生物多様性保全の参加型管理のあり方へフィードバックするためには、

プロジェクト終了時までに、保全地域での経験のナレッジマネジメントを推進する責任部署

を SINAC 本部事務局で設けることが不可欠である。 
 
３－５ 提言 
プロジェクト終了時までの提言 
(1) ナレッジマネジメント責任部署の制定 

SINAC 本部事務局にナレッジマネジメント担当部署を制定すべきである。一案として

SINAC 本部の技術ダイレクターを長とし、市民参加・ガバナンス部長と各職員、生物多

様性の保全と持続的な利用と生態系サービス部長と各職員、地域技術ディレクター、市

民参加・ガバナンス連絡担当者および関連職員を支援チームとしたナレッジマネジメン

ト担当体制を提案する。 
 

(2) 本プロジェクトの成果品の公的承認 
本プロジェクトの成果品のうち、SINAC 業務上重要とみられる国家野生生物保護区の参

加型管理マニュアル、SINAC における生物多様性保全のための参加型管理の体系化マニ

ュアルやガイドライン、ゾーニングマニュアルなど 10 種類のマニュアル、ガイドライ

ン、報告書につき、組織として公的承認を行うことが推奨される。 
 

(3) SINAC 本部事務局職員、地域保全事務所ディレクター、その他関係者を対象とする最終

セミナー 
本プロジェクトの全成果を共有すべく、①SINAC 本部事務局と保全地域職員を対象に最

終セミナー開催、②公的、学術、民間セクター（NGO など）を対象としたプロジェクト

終了イベント、③国家保全地域審議会での発表、を提案する。 
 

プロジェクト終了後の提言 
(1) 経験の体系化の業務サイクルの継続的実施 

共有メカニズムのために制定された SINAC 本部事務所の担当部署が、体系化された知識

を維持するために、経験の体系化を通常の業務サイクルの一環として継続的に実施して

いくことが望まれる。 
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(2) プロジェクト活動を継続するための予算の確保 
SINAC が参加型管理の経験の体系化活動、参加型環境モニタリング活動等の本プロジェ

クト活動の予算支援を継続することが望まれる。 
 

(3) 参加型生物多様性保全の経験やデータの共有に向けた国際機関との協力の継続と発展 
本プロジェクトを通じて構築された生物多様性条約などの事務局、CCAD、GIZ などの他

ドナー組織とのネットワークがプロジェクト終了後も継続して強化されるべきである。 
 

３－６ 教訓 
(1) 参加型生物多様性保全の経験の体系化プロセスの効果 

参加型の経験の体系化作業そのものが気づきを促し、SINAC 職員自身の業務活動の改善

や日々の業務に対する意欲の向上に貢献し、有用である。 
 

(2) プロジェクト開始初期におけるプロジェクト・アプローチの概念の明確化 
本プロジェクトでは、プロジェクト目標の参加型生物多様性保全の「知識」および「体

系化」の対象範囲を絞っていなかったために、プロジェクト活動が拡散して非常に多く

なり、投入、活動、成果、プロジェクト目標の論理的な関連性がみえにくいものとなっ

た。プロジェクト開始早期の段階において「知識の利用の目的はなにか」、「誰を知識の

ターゲットユーザーとするか」、「どのようなタイプあるいは状況の保護区を対象とする

か」等を定義し、プロジェクト・アプローチの概念を明確化した上で、プロジェクト・デ

ザインを適宜見直すことがより効率的なプロジェクト実施において重要である。 
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Summary of Terminal Evaluation Results 
1. Outline of Project 
Country: Republic of Costa Rica Project Title: Project for Promoting Participatory Biodiversity 

Conservation 
Issue/Sector: Natural Environment 
Conservation 

Type of Assistance: Technical Cooperation Project 

Department in charge: Global 
Environment Dep. 

Total Cost (Actual by the time of Terminal Evaluation): 511,877 
thousand Yen 

Cooperation Period: 
(R/D) April 2013–March 31, 2018  

Partner Country’s Implementing Organization: Ministry of 
Environment and Energy, National System of Conservation Areas 
Related Cooperation:  
Technical Cooperation Project “Participatory Management Project 
in National Refugio Barra Del Colorado” (2008.10–2011.10) 

1-1  Background of the Project 
Republic of Costa Rica (hereinafter “Costa Rica”) is considered as an important country in terms of 

biodiversity conservation in Mesoamerican region where is known as “Hot Spot of Biodiversity”. Forest 
coverage ratio, which was 75% of total country in 1940, was decreased to 21% by 1987. Because of this 
situation, Costa Rica has implemented policies and activities for advanced forest and biodiversity 
conservation since the latter half of the 1980’s. As a result of those efforts, forest area recovered to 
approximately 52% of total land by 2010.  

On the other hand, with respect to management system of nature Conservation Areas, a model on the 
premise of excluding human activities was applied, except for a part of Conservation Areas. Thus, actual 
management activities focused on controlling illegal activities within and surrounding of Conservation 
Areas. Due to this, depending on Conservation Area, there was conflict between local residents within and 
around Conservation Area and governmental agency in charge of administration Conservation Areas. In this 
situation, based upon the request by the Costa Rican government, Japan International Cooperation Agency 
(JICA) conducted “Project for Participatory Management of the Barra del Colorado National Wildlife 
Refuge” for three years from October, 2008. As a result, the project brought outcomes such as establishing 
basic system of participatory management and project target area of Barra del Colorado National Wildlife 
Refuge is deemed as a kind of model Conservation Area where participatory management is implemented.  

Experiences on advanced participatory biodiversity conservation in Costa Rica have been attracting 
attention internationally; however, those experiences and outcomes are not always organized systematically 
and examined sufficiently. In the world, especially in order to promote effective biodiversity conservation 
in Mesoamerican hot spot in central America, it is expected to utilize experiences in Costa Rica effectively 
as knowledge inside and outside of Costa Rica. In this situation, Ministry of Environment, Energy, and 
Telecommunication requested this project to the Japanese government based on concept that experiences 
on biodiversity conservation are to be shared especially in Central America, ultimately leading to 
international contribution. The project was adopted by the Japanese government in Japanese Fiscal Year 
2012. 

 
1-2  Project Overview 
(1) Overall Goal 

The policy and systems of participatory biodiversity conservation will be strengthened making good use 
of knowledge in Costa Rica and Central American countries. 
 

(2) Project Purpose 
A mechanism to share the knowledge of participatory approach of Costa Rica is established in and 
outside Costa Rica. 
 
 

(3) Outputs: 
1: Participatory management approach of Wildlife Refuge is examined and verified in R.N.V.S.B.C., 

and empirical knowledge is extracted for dissemination. 
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2: Knowledge of participatory biodiversity conservation in Costa Rica is systematized. 
3: Policies and tools for participatory biodiversity conservation are proposed in Costa Rica. 
4: Knowledge on participatory biodiversity conservation is shared in and outside Costa Rica 

 
(4) Inputs (as of the Terminal Evaluation) 
  Japanese side:  

1) Long-term experts: 5 (total persons/ times) 
2) Trainees received in Japan: 58 
3) Equipment: Approx. 16.69 million yen 
4) Local Cost: Approx. 1.99 million US dollars  

   
Costa Rican side: 

  1) Assignment of Counterpart: 82 (total persons/times. Of which, main counterparts 43) 
  2) Project Office: office in National Institute of Biodiversity (INBio) and its facilities  
  3) Local Cost: 69,788.08 US dollars 
 
2. Outline of the Terminal Evaluation Team 

Terminal 
Evaluation 
Team 

 
Job Title  Name Occupation 

Leader Mr. Takahiro Morita Group Director for Forestry and Nature 
Conservation,  
Global Environment Department, JICA 

Biodiversity 
Conservation 

Dr. Motohiro Hasegawa Senior Advisor, JICA 

Cooperation 
Planning  

Mr. Takeshi Inagawa Associate Expert 
Natural Environment Team 2, 
Forestry and Nature Conservation Group 
Global Environment Department, JICA 

Evaluation & 
Analysis 

Ms. Mitsue Mishima Executive Director and Principal Consultant, 
OPMAC Corporation 

  
 

Period of Evaluation: 24 September to 12 October, 2017 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 
3. Summary of Mid-term Review Results 
3-1  Achievement of the Project 

Although there are some remaining activities in implementation or to be implemented hereafter, those 
activities can be completed by the end of the cooperation period (end of March, 2018) and it can be judged 
that the project purpose can be achieved. 
 
(1) Achievement of Outputs 

Output 1: Participatory management approach of Wildlife Refuge is examined and verified in 
R.N.V.S.B.C. (Barra del Colorado National Wild Refuge), and empirical knowledge is extracted for 
dissemination. 

Output 1 is likely to be achieved by the time of the Project completion. The Technical Guide of 
Participatory Management of the National Wildlife Refuge based on verified experienced of 
R.N.V.S.B.C. is still being drafted at the time of terminal evaluation; however, reports and manuals that 
are basis for the Technical Guide were completed.  
 
Output 2: Knowledge of participatory biodiversity conservation in Costa Rica is systematized. 

Output 2 is mostly achieved and likely to be achieved by the end of the Project. Planned 4 thematical 
reports, report on SINAC (NGO, Ecotourism, Improvement of Environment Consciousness, 
Experiences of Sustainable Production and Compatibility with the Conservation of Biodiversity) 
establishment and development process, and reports on participatory biodiversity conservation 
experiences are already completed as planned.  Cross analysis report on total 21 cases of participatory 
experiences is in the process of finalization and expected to be completed by the end of the Project 
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completion. Organization policy to conduct systematization of participatory experience cases will be 
added in its Guideline, and this Guideline and other reports on systematized experiences are planned to 
be officially approved as operation references before the Project completion. 

 
Output 3: Policies and tools for participatory biodiversity conservation are proposed in Costa Rica. 
 Output 3 is mostly achieved and likely to be completed by the end of the Project. “Action Plan of 
Citizen’s Participation and Governance Project and Macro Process based on Strategic Plan SINAC 
2016-2026”, zoning guideline, an impact monitoring system for payment for environment services 
(PES), and report on participatory monitoring service are planned to be finalized and officially approved 
as operation references before the Project completion.  

 
Output 4: Knowledge on participatory biodiversity conservation is shared in and outside Costa Rica. 
 Output 4 is almost achieved and likely to be achieved by final seminar upon project completion. 
Through 19 national events in Costa Rica and 13 international events, participatory experience cases 
compiled by the Project were presented and shared with participants. Further, knowledge on 
participatory biodiversity conservation is also shared through communication with stakeholders in and 
outside of Costa Rica through social network and SINAC website publication of the reports produced 
by the Project  

 
(2) Prospect for achieving Project Purpose 

Project Purpose: A mechanism to share the knowledge of participatory approach of Costa Rica is 
established in and outside Costa Rica. 

At the time of evaluation at the completion, as for indicators of project purpose, one and more cases 
that utilized the knowledge compiled by the project is almost achieved and knowledge exchange 
overseas network was achieved. Also, knowledge sharing on SINAC homepage was partly achieved. 
On the other hand, knowledge sharing through regional international organizations such as Central 
American Commission for Environment and Development (CCAD) was not achieved since the 
responsible entity or system was not officially designated , If such entity or system is established soon, 
it is likely to be achieved as planned by the end of the Project. In order to achieve the purpose of Project, 
the responsible entity within SINAC executive secretary for the knowledge management must be 
designated with a view to reviewing the knowledge and making decisions in regards as to what 
knowledge to be shared, and requesting the Department of Information, Technology and 
Communication (IT) of SINAC to upload the results on the website. 
 

(3) Prospect for achieving Overall Goal 
Overall goal: The policy and systems of participatory biodiversity conservation will be strengthened 

making good use of the knowledge in Costa Rica and Central American countries. 
As for the achievement of overall goal, it is necessary to examine the situation after project completion; 

however, one case is observed. Knowledge through systematization by the Project about participatory 
biodiversity conservation experience is being reflected on environment education and others, in “Action 
Plan of Citizen’s Participation and Governance” under the “SINAC Strategic Plan 2016-2026”.  

 
3-2  Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 

The Project is highly relevant to the development policy and plan of Costa Rica and the Japanese ODA 
policy. It is consistent with national development plan of Costa Rica 2015-2018, Policy on Biodiversity 
Conservation 2015-2030, SINAC Strategic Plan 2016–2026, and also relevant to a policy on biodiversity 
conservation by local residents’ participation in “2015-2020 Framework Regional Environmental Strategy” 
by Central American Commission for Environment and Development (CCAD). Further, the Project is 
consistent with Japan’s ODA policy of supporting for sustainable development focusing on the environment 
and promoting assistance to the Central American region through bilateral assistance for Costa Rica. In 
national wild life reserve and others protected areas in Costa Rica, where local people live and conduct 
production activities, it is indispensable to have their participation in order to promote biodiversity. Since 
some precedent cases exist and there was a need for compiling such experiences through systematizing such 
experiences and then applying them to inside and outside of the country 
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(2) Effectiveness 

The Project has been effective for the target group of SINAC officers at the regional level for systemizing 
and sharing information of local residents’ participatory experiences within and outside of SINAC. On the 
other hand, the responsible entity of the systematizing participatory biodiversity conservation experiences 
and sharing the “knowledge” at the SINAC Executive Secretary (SE) has been absent toward overall goal 
of strengthening the policy and system. This is attributed to the following facts. At the time of Mid-term 
review, Citizen’s Participation and Governance Department was expected to take this responsibility; 
however; their participation in the Project activities has been relatively limited amid establishing the job 
jurisdiction of this department. In addition, target user of the systematized knowledge was not clearly 
defined, and main entity of systematization activities primarily is focused on regional officers. Responsible 
entity at SINAC SE should be strengthened in order to establish the mechanism to share and feedback of 
the knowledge to the operation at central level of SINAC.   

 
(3) Efficiency 

The efficiency of the Project is fair in terms of inputs, activities and outputs produced with SINAC’s 
project liaisons officers. On the other hand, activities to consolidate the knowledge at SINAC SE were 
limited due to lack of personnel assigned for this task and others. One of the reasons for delay in a part of 
the Project activities is due to set too many activities considering all diversity of participatory approach and 
then to require various inputs. In order to enhance the efficiency of the project implementation, project 
activities can be more selected during the implementation, focusing the most important issues in relation to 
project purpose and overall goal  

 
(4) Impact 

While outputs of the Project are being reflected on Citizen’s Participation and Governance Action Plan, 
other impacts are identified. Those are development of activities of related organization such as Agricultural 
and Livestock and Ministry of Public Education in the area which cooperated participatory management in 
Barra del Colorado, various manual and documents produced in Barra del Colorado is referred by other 
donor projects and disseminated in other Central American countries and so on. 

 
(5) Sustainability 

Prospective for Sustainability of the Project is moderate at the time of the Terminal Evaluation. In policy 
and institutional aspects, continuity of current policy can be expected for a while. In organizational aspect, 
there are some concerns on the setting of Citizen’s Participation and Governance, however, in technical 
aspect; it is observed that sustainability of efforts for participatory biodiversity conservation in Barra del 
Colorado and dissemination of their experiences to other similar region. It is expected efforts to continue 
systematization of the participatory experiences and to obtain the budget for that at each conservation area 
regional office.  
 

 
3-3  Factors that promoted/inhibited realization of effects 
(1) Promoting factors 

1) Factors concerning Planning 
  Nothing in particular 
 
2) Factors concerning Implementation Process 

•  Process of systematizing the information on SINAC’s experiences in the past involved many 
stakeholders such as local government organizations in participatory approach. This leads to 
information sharing and strengthening relationship among stakeholders of various organizations 
in the country. 

 
(2) Inhibiting factors 

1) Factors concerning Planning 
Following factors impeded the efficiency of the Project implementation; 

• Scope of “knowledge” and “systematization” envisaged by the project was not narrowed down, 
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thus the project activities expanded to be many issues.  
• There are uncertain points in logical relationship between the Project Purpose and the Outputs  

 
2) Factors concerning Implementation Process 

• Entity in charge of knowledge management at SINAC SE was not emphasized and it was not 
discussed to be establish at early timing of the Project, therefore there was some delay in 
achievement of project purpose. 

 
3-4  Conclusion 

The Project is evaluated to be satisfactory as a whole, if responsible entity in SINAC SE for knowledge 
management of participatory experiences in conservation area by the Project completion. The Project is 
highly effective in terms of systematizing experiences and information in each conservation area in Costa 
Rica and sharing the knowledge extracted as its result with stakeholders.  In order to feedback the 
knowledge to policy formation and participatory management of biodiversity conservation in the future, 
however, it is indispensable, to establish the responsible entity at SINAC SE to promote knowledge 
management of experiences in conservation areas by the Project completion. 
 
3-5  Recommendations 
For the Remaining Period of the Project Implementation 
(1) Designation of the Responsible Entity for Knowledge management 

It is recommended to designate responsible entity of knowledge management at SINAC SE. As a 
tentative idea, it is proposed to have a responsibility entity which has technical director of SINAC SE 
as a leader and support team of comprising chief and staff of Department of Citizen Participation and 
Governance, chief and staff of Department of Conservation and Sustainable Use of the Biodiversity and 
Ecosystem Service, and regional technical directors, Citizen’s Participation and Governance liaison 
officers and other related staff. 

 
(2) Official Approval on the Documents Produced by the Project 

Among all project outputs, it is recommended that 10 manuals, guidelines, and reports which are 
considered as important reference in operation of SINAC will be officially approved as the organization. 
Those are Manual of Participatory Management of National Wildlife Refuge, Manual and Guideline 
for Systematization of Participatory Management in the Conservation of Biodiversity in the National 
System of the Conservation Areas, Zoning Manuals and others. 

 
(3) Final Seminar targeting Executive Secretary Members Regional Directors and other Instances. 

For sharing the all project results, it is proposed to conduct :1) final seminar ttargeting officials of the 
Executive Secretariat and the Conservation Areas, 2) project closure event targeting public, academic, 
and private sector (NGOs and others), and 3) presentation to CONAC.  

 
For after the Project Completion 

 
(1) Continuing the Operation Cycle Conservation Area of the Systematization of the Experiences 

It is desirable that designated authority at SINAC SE for the mechanism to share the systemized 
“knowledge” will continue the systematization of the experience as the operation cycle. 

 
(2) Ensuring the Budget for Continuing the Project Activities 

It is expected that SINAC will continue to support for the Project activities such as systematization of 
participatory management experiences, participatory monitoring activities, and others.  

 
(3) Continuing and Developing Cooperation with International Organizations for Sharing Participatory 

Biodiversity Conservation Experiences and Data 
It is recommended to strengthen continuously the network developed through the Project with 

Convention on Biological Diversity office (CBD), CCAD, and other donor organizations such as GIZ, 
after the Project completion.  
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3-6  Lessons Learned 
(1) Effect of the Systematization Process for the Participatory Biodiversity Conservation Experiences 

It was useful the systematization process itself of participatory experiences to enhance awareness of 
the SINAC staff themselves who were involved in the process for improving their activities and 
promoting their initiatives of daily works.  

 
(2) Clarification on Project Approach Concept at Initial Stage of the Project 

The Project did not select the scope of coverage of “knowledge” and “systematization” of 
participatory biodiversity conservation in project purpose, thus the project activities expanded and 
became so many, and this made it difficult to understand the logical relationship of inputs, activities, 
outputs and project purpose. At the initial stage of project commencement, it was important for more 
efficient project implementation to clarify the project approach concept by defining “what is the 
objective of use of knowledge”, “who are target users of the knowledge” “what type or situation of 
protected area will be examined”, etc., and then to revise the project design.  
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第１章 調査の概要 

 
１－１ プロジェクト実施の背景 

コスタリカ共和国（以下、「コスタリカ」と記す）は、「生物多様性ホットスポット」であるメ

ソアメリカ地域の中でも、生物多様性の保全上、重要な国と位置付けられている。しかし、1940
年に国土の 75％であった森林被覆率は、1987 年には 21％まで減少した。そのため、1980 年代後

半より先駆的な森林保全、生物多様性保全のための政策、活動を実施してきた。その活動の結果、

森林面積は 2010 年には 52％程度まで回復するに至っている。 
一方、自然保護区の管理体制については、一部の保護区を除くと、人間活動を排除することを

前提とした管理モデルが適用されており、実際の管理活動としては、保護区内及び周辺域におけ

る違法活動の取り締まりが中心である。そのため、保護区によっては、保護区内・周辺住民と保

護区行政担当機関の間に軋轢が生じている。そこで独立行政法人国際協力機構（Japan International 
Cooperation Agency：JICA）は、コスタリカ政府の要請に基づき、2008 年 10 月から 3 年間にわた

り、「バラ・デル・コロラド野生生物保護区（Refugio Nacional Vida Silvestre Barra del Colorado：
R.N.V.S.B.C.）（以下、スペイン語の略語で記す）住民参加型管理プロジェクトを実施した。その

結果、同プロジェクトは保護区における参加型協働管理の基礎的体制を確立するなどの成果を上

げ、対象となった R.N.V.S.B.C.は、コスタリカで参加型管理が実践されているモデル的な保護区

とみなされるようになっている。  
コスタリカにおける先駆的な参加型生物多様性保全に係る経験は、国際的に注目を集めている

が、このコスタリカの経験や実績については、体系的な整理や検証が十分なされているわけでは

ない。世界、とりわけ中米のメソアメリカホットスポットにおいて効果的な生物多様性保全を進

める上で、コスタリカの経験を知識（Knowledge）として有効活用することが内外から期待されて

いる。このような中、コスタリカ環境エネルギー通信省は、生物多様性保全に係る経験を特に中

米地域に共有し国際貢献につなげたいとの考えに基づき、本案件をわが国に要請し、2012 年度に

本件が採択された。 
なお、生物多様性保全は JICA の自然環境保全協力の中の重点の 1 つであり、コスタリカを中

心とする中米はその重点地域となっており、本プロジェクトは中米における生物多様性保全の中

心的案件となっている。 
 

１－２ 終了時評価の目的 

2018 年 3 月終了予定の約 6 カ月前のタイミングにて、2015 年 10 月～11 月に実施された中間レ

ビューの結果も踏まえつつ、その後のプロジェクトの進捗を確認するとともに、DAC5 項目評価

分析を行い、プロジェクト終了までに実施すべき事項及びプロジェクト終了後にコスタリカ側で

実施すべき事項を関係者で合意することを目的としていた。評価結果は、合同調整委員会（JCC：
Joint Coordinating Committee）において内容を報告し、合意を得た。 
 
１－３ 調査団構成 

調査団の構成は以下の通りである。 
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表１ 終了時評価調査団の構成 

日本側 

担当分野 氏名 所属先・職位 

総括 森田 隆博 JICA 地球環境部 審議役・次長 

生物多様性保全 長谷川 基裕 JICA 国際協力専門員 

協力計画 稲川 武 JICA 地球環境部 森林・自然環境グループ自然環境第

二チーム ジュニア専門員 

評価分析 三島 光恵 OPMAC 株式会社 取締役・上席コンサルタント 

 
コスタリカ側 

担当分野 氏名 所属先・職位 

評価者 Ms. Karina Li International Cooperation Direction, Ministry of National 
Planning and Economic Policy (MIDEPLAN) 

同上 Ms. Saskia Rodriguez Technical and Financial Cooperation Department, National 
System of Conservation Areas (SINAC) 

同上 Ms. Fabiola Arguedas IDB Tourism Project, SINAC  

 
１－４ 調査日程 

コスタリカにおける中間レビュー調査は 2017 年 9 月 24 日から 10 月 12 日の期間で実施され

た。詳細スケジュールは以下の通りである。 
 

表２ 調査日程 

日付 活動内容 

9/24 日 三島氏（評価分析コンサルタント）到着 

9/25 月 

JICA コスタリカ支所と日本人専門家チームとの打合せ 

国家保全地域庁（SINAC）プロジェクト・マネージャーおよび終了時評価者へブリーフ

ィング 

SINAC 生物多様性保全と持続的可能な利用・生態系サービス部（CUSBSE）部長お

よび職員インタビュー 

9/26 火 

SINAC プロジェクトマネージャーインタビュー 

SINAC 市民参加ガバナンス部（PCG）生物回廊担当インタビュー 

SINAC 技術局長インタビュー 

9/27 水 
SINAC 市民参加ガバナンス部（PCG）職員インタビュー 

SINAC PCG 部長インタビュー 
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日付 活動内容 

9/28 木 
トルトゥゲーロ保全地域（ACTo）事務所所長、保護区担当ダイレクター、職員、農牧

省、教育省関係者インタビュー 

9/29 金 
バラ・デル・コロラド リンダ・ビスタ サイト調査(参加環境モニタリング、エコツーリズム

関連活動を実施している統合農家の協会（ASOLVI）へインタビュー) 

9/30 土 協議議事録（MM）準備(評価結果報告書) 

10/1 日 同上、団長以外の官団員到着 

10/2 月 

JICA コスタリカ支所および日本人専門家チームとのミーティング 

日本人専門家チームとの打ち合わせ 

団長到着 

10/3 火 
SINAC 長官インタビュー 

環境エネルギー省副大臣表敬 

10/4 水 ラ・アミスタ・パシフィカ保全地域（ACLAP） 情報共有セミナー視察 

10/5 木 
ココ島海洋保全地域（ACMIC）、グアナカステ保全地域（ACG）、オサ保全地域

（ACOSA）プロジェクト連絡員インタビュー 

10/6 金 M/M 修正 

10/7 土 M/M 最終化 

10/8 日 バラ・デル・コロラド リンダ・ビスタ サイト視察（団長のみ）、M/M 最終化 

10/9 月 M/M 会合 

10/10 火 M/M 会合 

10/11 水 JCC: M/M の署名 

10/12 木 サンホセ発（三島のみ、官団員は）、在コスタリカ 日本国大使館報告 

10/13 金 移動（三島） 

10/14 土 本邦着（三島）、サンホセ発（官団員） 

10/15 日 移動（官団員） 

10/16 月 本邦着（官団員） 

 
１－５ 主要面談者 

環境エネルギー省 
Ms. Patricia Cordero、環境担当副大臣 
 
国家保全地域庁（SINAC） 
Mr. Mario Coto Hidalgo、長官 
Mr. Luis Rojas Bolaños、プロジェクトマネージャー 
【生物多様性保全と持続可能な利用、生態系サービス部（CUSBSE）】 
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Ms. Zyda Trejos、部長 
職員：Ms. Sonia Lobo (PSA システム担当)、Ms. Jenny Asch Corrales(ゾーニングガイドライン担当）、

Mr. Carlos Mario Orrego Y. (参加型環境モニタリング担当） 
 
【市民参加ガバナンス部（PCG）】 
Mr. Fernando Quiroz、部長 
職員：Mr. Jairo Sancho Rodriguez (生物回廊担当)、Ms. Cecilia Montero (ボランティア担当), Mr. Adolfo 
Sanchez(環境教育、原住民担当), Ms. Cindy Sanchez (戦略的提携担当) 
 
【ACTo 事務所】 
Ms. Laura Rivera、フィールドコーディネーター、ACTo 所長 
職員：Mr. Sebastian Bonila(参加型環境モニタリング担当)、Ms. Lorelly Soto (コミュニティモニタリ

ング担当)、 Ms. Andrea Cruz(環境教育担当) 
 
（R.N.V.S.B.C の活動における関係機関） 
Ms. Yerlin Sancho Acuña、教育学・科学担当、教育省 
Mr. Gabriel Mora、農牧省 
 
JICA コスタリカ支所 
半谷良三 所長 
黒川正子 企画調査員 
余川達郎 企画調査員 
張朝英  ナショナルスタッフ 
 
JICA 専門家チーム 
大澤正喜 チーフアドバイザー 
秋元陽子 業務調整／リサーチ・セミナー調整 
菊地格夫 業務調整／参加型保護区管理 
本田渉  業務調整／生物多様性保全 
在サンホセ日本大使館 
伊藤嘉章 特命全権大使 
木村泰次郎 参事官 
 
１－６ プロジェクトの概要 

本プロジェクトのプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）は詳

細計画時に作成し、討議議事録（Record of Discussion：R/D）で合意された PDM Ver.1.0（2013 年

1 月作成）から、2013 年 12 月の JCC で合意された PDM Ver.1.1 へと修正された。その後、2015
年 10 月～11 月の中間レビュー時点で、PDM Ver. 2 への修正提案がなされ、中間レビュー以降、

Ver.2 に沿ってプロジェクトが実施されていた。PDM Ver. 2 は付属資料 1 の M/M Annex 2 の通り

である。 
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上位目標 
コスタリカ及び中米各国における知識を適切に活用し、参加型生物多様性保全の政策とシス

テムが強化される。 
 

プロジェクト目標 
コスタリカにおける参加型手法の知識を共有するメカニズムがコスタリカ内外で構築される。 
 
成果 

1. 野生生物保護区における参加型管理手法が、バラ・デル・コロラド野生生物保護区1で実

施・検証され、それを普及するための経験的な知識が引き出される。 
2. コスタリカにおける参加型生物多様性保全の知識が体系化される。 
3 参加型生物多様性保全の政策とツールが、コスタリカにおいて提案される。 
4. 参加型生物多様性保全の知識がコスタリカ国内外で共有される。 

 
活動 

1-1 地方評議会や管理計画といった既存のメカニズムを活用して参加型アプローチを促進

する。 
1-2 バラ・デル・コロラド野生生物保護区における参加型マネージメントの意識を向上す

る。 
1-3 地方評議会や管理計画といった既存のメカニズムを活用して参加型アプローチを促進

する。 
1-4 バラ・デル・コロラド野生生物保護区での経験に基づいた野生生物保護区の参加型生

物多様性保全ガイドラインを作成する。 
 
2-1 調査諮問委員会を設立する。 
2-2 コスタリカの経験を体系化するためのテーマを調査諮問委員会のアドバイスの下、確

定する。 
2-3 調査を実施する。 
2-4 調査結果を体系化する。 
 
3-1 SINAC に新設される市民参加ガバナンスのユニットを強化する。 
3-2 参加型生物多様性の政策やツールの改善につながる活動を実施する。 
 
4-1 コスタリカ国内でセミナーやワークショップを実施する。 
4-2 SINAC のHP やその他関係のあるプラットフォームに、プレゼンテーション資料や、

ガイドライン、レポートなどを掲載する。 
4-3 コスタリカや中米諸国の参加型生物多様性保全に関わる人々のネットワークを構築す

る。 
                                                        
1 中間レビューまでは、バラ・デル・コロラド野生生物保護区は「REBACO」と記述していたが、中間レビューで、SINAC 側か

ら、同保護区の略称はR.N.V.S.B.C.が公式なものと指摘されたため、中間レビュー以降、基本的にR.N.V.S.B.C.の略称で統一し

た。 
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4-4 プロジェクトの実施でまとめられた知識をCCAD（中米統合機構 中米環境・開発委

員会）に提供する。 
4-5 国際的なイベントに参加し、国際的なセミナーやワークショップを開催する。 

 
１－７ 終了時評価の方法 

本調査は、『JICA 事業評価ガイドライン』に基づいて、以下の手順によって実施した。 
(1) 最新のPDM Ver. 2とPOその他関連書類に示されるプロジェクトの計画の進捗と達成状

況の検証 
(2) プロジェクト実施プロセスを検証し、進捗を阻害あるいは貢献した要因の特定 
(3) 評価 5 項目によるプロジェクトの分析 
(4) プロジェクトの残りの期間におけるプロジェクトの改善事項にかかる提言の作成 

 
本調査においては、下記の手法により定量的及び定性的なデータ・情報の収集を行った。 
 プロジェクトで作成された報告書及び関連文書のレビュー 
 日本人専門家、SINAC の各担当分野の主要 C/P 及び関係者への質問票調査及びインタ

ビュー 
 
プロジェクトの分析に用いた評価 5 項目とその視点は以下の通りである。 

(1) 妥当性 
プロジェクト目標及び上位目標は、コスタリカの開発政策及び開発ニーズ、中米地

域政策、日本の対コスタリカ援助政策に合致するものであったか。 
 

(2) 有効性 
中間レビュー調査時点における成果の達成状況から見て、プロジェクト目標はプロ

ジェクト終了時点までに達成見込みはあるか。 
 

(3) 効率性 
計画された成果の達成状況と日本側及びコスタリカ側の投入の量、質、タイミング

に鑑みて、投入は成果に効率的に転換されているか。 
 

(4) インパクト 
プロジェクトの成果として、プロジェクトの意図する正のインパクトである上位目

標の達成見込みはあるか。また、それ以外に、プロジェクトによる直接的・間接的な

正負のインパクトはあるか。 
 

(5) 持続性 
制度、組織、財務、及び技術的観点から、プロジェクト終了後にプロジェクトの正

の効果及び便益は持続するか。 
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第２章 プロジェクトの実績と現状 

 
２－１ プロジェクトの実施体制 

本プロジェクトは、R/D で合意された通り、図１に示した体制で中間レビューまで実施された。

コスタリカ側は、SINAC を主要C/P 機関として、日本側は日本長期専門家がプロジェクト実施を

支援し、調査や研修については、ローカルコンサルタントを雇用して実施し、調査テーマの検討

や調査内容の精査は、調査諮問委員会（Research Advisory Committee）が行う体制で実施されてき

た。中間レビュー以降、調査諮問委員会はなくなり、また、中間レビュー時にはすでに不在とな

っていたコスタリカ側のリサーチ・コーディネーターはその後も配置されなかった（経緯の詳細

は「２－７ 実施プロセス」にて後述）。 
プロジェクト活動の方針の決定とモニタリング評価は、コスタリカ側と日本側の代表からなる

JCC により行われた。 
 

 
出所：Annex 3、Record of Discussions on “Project for Promoting Participatory Biodiversity Conservation” in Republic of 
Costa Rica（2013 年 2 月 4日） 

図１ プロジェクトの実施体制 
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２－２ 投入 

本プロジェクトの中間レビュー時点までの投入実績は、表３の通りである。  
 

表３ 本プロジェクトの投入（2017年 9月時点） 

日本側 コスタリカ側 

• 長期専門家派遣： 交代した人員も含め、延べ 5 名  
-チーフアドバイザー：1 名 
-業務調整/多様性保全：1 名 
-業務調整/参加型保護区管理：1 名 
-業務調整/リサーチ・セミナー調整）： 2名(途中交代

によるもの) 

• 短期専門家派遣：3 名 

-業務調整/リサーチ・セミナー調整）：1 名(途中交代

の次の担当派遣までの短期派遣) 
-国立公園管理に関する研修講師：2 名 

• 本邦研修：58 名（2013 年度 3 名、2014 年度 17 名、

2015 年度 19 名、2016 年 19 名） 

• 機材供与：車両、トラップカメラ、双眼鏡、コンピュー

ター、プロジェクター等に約 1,669.1 万円（2017 年 9
月の JICA 交換レート 1US ドル＝108.976 円で計

算） 

• 活動費用（在外事業強化費）： 約 199 万 US ドル

(2017 年 8 月末まで) 

• C/P配置：交代した人員を含め、延べ 82名がプロジェク

ト活動に参加し、うち主要な C/P は 43 名。 
-プロジェクト・ダイレクター（SINAC 長官）3 名：(途中 2
回交代) 
-プロジェクト・マネージャー：1 名 
-フィールドコーディネーター（ACTo 所長）：1 名 
-リサーチ・コーディネーター：1 名（2015 年 2 月まで） 
-プロジェクト調整員：16 名(交代人員含む) 
-参加型モニタリング担当職員：23 名(同上、本部事務所

人員含む) 
-ACTo 事務所、バラ・デル・コロラド野生動物保護区の

プロジェクト活動関連職員：15 名(交代人員含む) 
-市民参加ガバナンス部職員：6 名(交代人員含む) 

その他、SINAC本部事務局職員等 

• コスタリカ生物多様性研究所（INBio）にプロジェクト・オ

フィスと設備の提供  

• ローカルコスト：69,788.08US ドル*(2017 年 6 月時点) 

*中間レビュー時の数字より低くなっているが、プロジェクト

開始時から2017年6月までをまとめた数字として、最終的

に SINAC側から提出されたもの。なおM/M では、C/P の

人件費も含めた合計を記載してほしいとの先方から強い

要望があり、合計約 433 万US ドルとなっている。 

出所：プロジェクト資料 

 
(1) 日本側 
日本人専門家の長期専門家は交代人員も含めて 5 名、分野はチーフアドバイザー、リサーチ・

セミナー調整、参加型保護区管理の担当が配置され、2017 年 3 月以降に新たに生物多様性保全の

専門家がプロジェクト・オフィスに配置された。チーフアドバイザー及び成果 2～4 の活動を担当

するリサーチ・セミナー調整担当は、INBio の事務所に、参加型保護区管理の担当は、主に成果 1
の活動を担当し、R.N.V.S.B.C の活動を担当するACTo 事務所に配置されている。 
なお、詳細計画策定時においては、必要に応じ、参加型環境モニタリング、湿地の賢明な利用、

保護区管理とゾーニング、地理情報システム（Geographic Information System：GIS）等の分野に短

期専門家を派遣する記述があったが、実績としては派遣されていない。これらの分野については、

表 5 の中に示すように本邦研修のテーマとして取り上げられて実施された。2013 年～2016 年度

まで、SINAC および関係機関の職員合計 58 名が本邦研修に参加した。 
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表４ 本プロジェクトの本邦研修実績 

年度 No. 研修名 期間 参加者数 

2013 1 C/P training on 1st Asia Parks Congress  
（第一回アジア公園会議 C/Pトレーニング） 11月11日～23日 3 

2014 
 

1 

Conservation and Sustainable Use of Biodiversity to the Wetland 
Ecosystems on Community Base 
（湿地帯生態系の生物多様性のコミュニティベースの持続

的利用と保全） 

5月18日～6月7日 2 

2 

Extension Methodologies of Organic Agricultural Techniques for 
Small Scale Farmers for Central America and Caribbean Countries  
（中米とカリブ海諸国の小規模農家向けオーガニック農業

技術の方法の普及） 

6月22日～10月4日 1 

3 
Improvement of Environmental Education Technique for 
Biodiversity Conservation 
（生物多様性保全の環境教育技術の向上） 

9月23日～10月14日 2 

4 Protected Areas’ System in Japan and Zoning  
（日本の保護地域システムとゾーニング） 11月22日～12月9日 10 

5 
Sustainable Natural Resource Management through Collaborative 
Management of Protected Areas 
（保護地域の協同管理を通じた持続的な自然資源管理） 

1月25日～2月14日 2 

2015 
 

1 Sustainable Use of Wetland Resources for Local Benefit 
（地域の利益のための持続可能な湿原管理） 5月19日～6月8日 1 

2 

GIS and Remote Sensing utilized for Biodiversity Information 
System and Participatory Approach toward Biodiversity 
Conservation Actions 
（生物多様性情報システムに利用されるGISとリモートセン

シングと生物多様性保全行動に向けての参加型アプローチ） 

6月1日～8月7日 1 

3 Regional Development by Sustainable Use of Biodiversity 
（生物多様性の持続的利用による地域開発) 6月28日～7月25日 1 

4 

Eco-tourism for Sustainable Use of Natural and Cultural 
Resources(A)  
（自然資源と文化資源の持続的可能な利用のためのエコツ

ーリズム） 

7月21日～9月1日 1 

5 
Sustainable Natural Resource Management through Collaborative 
Management of Protected Areas 
（保護地域の協同管理を通じた持続可能な自然資源管理） 

8月25日～9月25日 1 

6 
Improvement of Environmental Education Technique for 
Biodiversity Conservation 
（生物多様性保全のための環境教育技術の向上） 

8月31日～10月3日 1 

7 Participatory Environmental Monitoring 
（参加型環境モニタリング） 6月14日～30日 13 

2016 

1 Participatory Biodiversity Conservation  
（参加型生物多様性保全） 5月29日～6月18日 15 

2 
Ecosystem Conservation through the Collaborative Management of 
Protected Areas 
（保護地域の協同管理を通じた生態系保全） 

10月31日～12月3日 1 

3 
Improvement of Environmental Education Technique for 
Biodiversity Conservation 
（生物多様性保全のための環境教育技術の向上） 

9月19日～10月22日 3 

*オープンコースへの参加 合計 58 

 
 機材については、プロジェクト活動に必要な車両、コンピューター、プロジェクター、コピー

機、トラップカメラ、双眼鏡などが投入された。 
 プロジェクトの活動費用として、ワークショップ実施支援や調査研修を委託するローカルコン

サルタント雇用、セミナー・ワークショップ実施費用、旅費、広報費用などに約 126 万 US ドル
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の費用が投入された。 
 
(2) コスタリカ側 
コスタリカ側の人員の投入は、プロジェクト開始当初は計画通りに配置されたが、中間レビュ

ー前に職員が異動し、後任不在であったリサーチ・コーディネーターについては、その後も配置

されなかった。中間レビュー時に不在であった R.N.V.S.B.C の環境教育・参加型環境モニタリン

グ担当は、終了時評価時点には配置されていた。 
 コスタリカ側のC/P は交代人員も含めると、主に SINAC 職員や関係機関から延べ 82 名がプロ

ジェクト活動に参加した。終了時評価時点における主なC/P 人数は、43 名である。 

プロジェクト活動に必要なプロジェクト・オフィス及び設備は INBio の中に提供された。また、

車両維持費、プロジェクト・オフィス維持費、旅費などプロジェクトに必要な活動費約 7 万 US
ドルが投入された。 
 
２－３ プロジェクト活動の担当及び関係機関 

プロジェクト活動の実施においては、SINAC の担当を中心に各関係機関やプロジェクト内外の

委員会にも働きかけて実施されてきた。各成果に関する活動について、SINAC 内の担当、関係機

関を整理すると下表の通りである。調査諮問委員会は中間レビュー以降活動がなくなり、リサー

チ・コーディネーターも配置されなかった。 
 

表５ SINACの担当、関係機関(プロジェクト開始～終了時評価時点) 

プロジェクトの成果 SINAC の担当 委員会/関係機関 

1.野生生物保護区における参加型管理手法

がバラ・デル・コロラド野生生物保護区 2で実

施・検証され、それを普及するための経験

的な知識が引き出される。 

 参加型管理コーディネーター（＝

ACTo 事務所所長） 
 バラ・デル・コロラド野生生物保護区

担当のC/P 

 調査諮問委員会(中間レ
ビュー時点まで) 

 地方委員会 

2. コスタリカにおける参加型生物多様性保全

の知識が体系化される。 
 プロジェクト・マネージャー 
 リサーチ・コーディネーター(2015 年

2 月まで) 
 各保全地域のプロジェクト連絡員 

 調査諮問委員会(中間レ
ビュー時点まで) 

 地域審議会 
 地方委員会など 

3. 参加型生物多様性保全の政策とツール

が、コスタリカにおいて提案される。 
 プロジェクト・ダイレクター 
 プロジェクト・マネージャー 
 リサーチ・コーディネーター(2015 年

2 月まで) 
 本部事務局PES 担当C/P 
 ゾーニング担当C/P 
 野生生物保護区委員会 C/P(中間レ

ビュー時点まで) 

 国家保全地域委員会 
 
（以下の期間は中間レビュ

ー時点まで） 
 調査諮問委員会 
 FONAFIFO 
 国家法務局（PGR） 
 国 家 行 政 監 査 機 関

（CGR） 

4. 参加型生物多様性保全の知識がコスタリカ

国内外で共有される。 
 プロジェクト・マネージャー 
 リサーチ・コーディネーター(2015 年

2 月まで)等 

 調査諮問委員会(中間レ
ビュー時点まで) 

出所：評価分析担当者作成。イタリック部分は途中まで関係していた機関。 
 

                                                        
2 中間レビューまでは、バラ・デル・コロラド野生生物保護区は「REBACO」と記述していたが、中間レビューで、SINAC 側か

ら、同保護区の略称はR.N.V.S.B.C.が公式なものと指摘されたため、中間レビュー以降、基本的にR.N.V.S.B.C.の略称で統一し

た。 
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プロジェクト活動実施に関与している全関係者について、コスタリカ国内の中央、地方、村落・

住民組織レベルで整理し、また、国外への知識の普及の対象となる中米各国と中米地域機関との

関係について、下図に整理した。中間レビュー時までは、図２に示す通り調査諮問委員会の関連

機関が参加していたが、中間レビュー以降は、図３に示す通り、調査諮問委員会はなくなった。 
 

図２ プロジェクト活動実施上の関係者・関係機関(中間レビュー時まで) 

 

図３ プロジェクト活動実施上の関係者・関係機関(中間レビュー時以降) 

 
したがって、同委員会メンバーに含まれていた中央火山帯保全地域開発財団や農牧省の本省に

ついては、中間レビュー時ほどには活動に関与していない。中間レビュー時までにプロジェクト

においてどのような調査を行うかの検討がほとんど終了し、調査諮問委員会の活動目的が不明瞭

となっていたため、中間レビュー時に委員会の活動の目的を再検討し、継続するか否かを決定す
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ることを提言していた。その結果として、同委員会の継続の必要性がないと判断され、その後委

員会は開催されなくなった。また、ゾーニングガイドライン案等の作成過程で関与があった国家

法務局、国家行政監査機関についても同様で、中間レビュー時以降においては、密接な関与の必

要性がなくなった。大学研究機関については、本プロジェクトの各調査報告書やマニュアル等の

発注先のローカルコンサルタントとしての関与は続いている。 

 
２－４ 成果の達成状況 

2017 年 9 月時点の本プロジェクトの成果 1～4 の指標の達成状況は下表の通りである。 
 

表５ 成果 1～4の指標の達成状況 

2017年 10月時点 

成果 1：野生生物保護区における参加型管理手法がバラ・デル・コロラド野生生物保護区で実施・検証され、

それを普及するための経験的な知識が引き出される。 

指標 1-1：バラ・デル・コロラド野

生生物保護区の経験に基づいた、

野生生物保護区参加型生物多様性

保全のガイドラインが公表され

る。 

概ね達成*：バラ・デル・コロラドの経験を検証してとりまとめた技術ガイ

ドを作成予定、ACTo 事務所の章別に各活動担当が執筆を担当、2017 年 10
月上旬にドラフトをとりまとめ、2017 年 12月までに最終化される計画であ

る。バラ・デル・コロラドで実施・検証されものをまとめた下記の各種マニ

ュアルや報告書はすでに印刷物となっている。 
- “Manual of Good Agricultural and Environmental Practices for Rice 

Cultivation in the Barra del Colorado National Wildlife Refuge, Costa Rica” 
- “Manual of Good Environmental Practices for livestock production in the Barra 

del Colorado National Wildlife Refuge, Costa Rica” 
- “Manual of Good Agricultural and Environmental Practices for the cultivation 

of oil palm in the Barra del Colorado National Wildlife Refuge, Costa Rica” 
- “Technical guide for the diffusion of Technologies of sustainable agricultural 

production in integral farms” 
- “Experiences in Rural Community Development and Environmental Education 

in the Barra del Colorado National Wildlife Refuge” 
 
加えて、地域住民の参加のもと作成したバラ・デル・コロラド野生動物保護

区の管理計画は完成し、2017 年 9 月にCONACに承認を受けている。 
 
以上内容は、技術ガイドのベースとなる内容であり、野生保護区内に住民が

いる場合等、状況が類似する他の保全地域に参考となる一例である。 

成果2：コスタリカにおける参加型生物多様性保全の知識が体系化される。 

指標 2.1：コスタリカにおいて作成

した下記のレポートが分析され、

SINAC のイニシアティブで参加

型生物多様性保全のハンドブック

として実証的な知識を集約する。 
- SINACの経験に関する12の報

告書（保全地域の報告書11＋
SINAC本部の事務局の報告書

1） 
- 生物多様性法の策定経験も含

め、SINAC創設および発展過程

についての報告書 
- 4つのテーマの報告書 

概ね達成：以下の調査報告書が作成済あるいはドラフト段階でプロジェクト

完了までに完了する予定である。 
 
 SINACの経験を各保全地域でまとめた21の報告書（11の保全地域の経験）

がすでに印刷されている。また本部事務局の市民参加ガバナンス部生態

コリドー担当者が全国の生態コリドーにおける経験の体系化の報告書を

まとめつつあり、プロジェクト終了時までに完了予定である。 
 上記の21のケースをもとに関係者とワークショップを行い、参加型生物

多様性の横断分析報告書ドラフトがまとめられている。プロジェクト終

了までに最終化予定である。 
 生物多様性法策定も含む、SINACの創設と発展過程についての1報告書 
 2015年に2つのテーマ（NGO、エコツーリズム）に関する報告書を作成済

み。 
 2016年に2つのテーマ（環境に関する意識の改善、生物多様性の保全と持

続可能な生産の経験）に関する報告書作成。 
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指標 2.2：SINAC が参加型生物多

様性保全の経験の体系化のガイド

ラインおよび公的に認められた方

法論を有する。 

部分的に達成*：参加型生物多様性保全の経験の体系化の方法を記述したガ

イドラインは、作成されている。しかし、本ガイドラインには、中間レビュ

ー時に内容に含めるべきと提案された組織としての方針や体系化した経験

の横断分析の頻度等の記述が含まれていない。このガイドラインについて

は、SINACあるいはCONACの承認を得る予定である。 

成果 3：参加型生物多様性保全の政策とツールが、コスタリカにおいて提案される。 

指標 3.1： 
参加型生物多様性保全に関する 1
政策、4ツール以上が提案される。 
 
 

概ね達成：政策、法令改訂、モニタリングシステム等、以下の 5 項目に関し

てプロジェクトとして取り組まれ、提案されている。 
 SINAC 参加型生物多様性推進の政策と組織戦略案は既に作成され、2015

年 3 月に SINAC の上層部に提出した。現在は、「SINAC 戦略計画 2015-
2026」のもとで市民参加ガバナンス部が主体的に参加型行動計画を準備

中である。 
 「野生生物保護法」第 82条改定案は野生保護区内の活動権限拡大の承認

を得るため既に作成されているが、2014 年以降の環境大臣のイニシアテ

ィブによる森林法などの一連の関連法案の改正の方が優先されて作業が

行われることとなり、この改訂案の承認は 2014 年に止まったままであ

る。 
 保護区におけるゾーニングガイドライン案の策定は、ほとんど作成され

ており、2017年12月までに最終化する予定である。2018年2月にCONAC
の承認を得る予定である。 

 参加型環境モニタリングについてコスタリカにおけるトラップカメラを

利用した基本データ収集についての報告書は、コンサルタントによって

まとめられた。11 の各保全地域内で継続的に参加型モニタリングを実施

中である。現在、ジャガーに関するデータが研究者から提供され、11 保

全地域の 25カ所の調査地域の 175 カ所の参加型モニタリング・サイトに

より収集したデータと統合され、分析されてその結果は報告書としてま

とめられる予定である。その結果は、コスタリカにおけるジャガーの保

護政策に反映される予定である。 
 PES のインパクト・モニタリング・システム：2015年 10 月にシステムデ

ザインのプロポーザルが提案されたが、その後見直しが必要になり、シ

ステム開発が遅延した。2017 年 10 月にシステム開発のためのコンサルタ

ントが調達され、2018年にシステムが完成する予定である。 

成果 4：参加型生物多様性保全に関する知識が国内外で共有される。 
指標 4-1：コスタリカにおいて、プ

ロジェクトによって集約された参

加型生物多様性保全の知識共有の

ために 12 のイベントが開催され

る。 
 

達成*：本プロジェクトはコスタリカ国内において 19 のイベントを開催し

た。  

指標 4-2：プロジェクトにおいて、

20 以上の報告書、ガイドライン、

プレゼンテーション資料が

SINAC のウェブサイトに公表さ

れる。 
 

達成：SINACのウェブサイト

http://www.sinac.go.cr/ES/partciudygober/Paginas/default.aspx （2017 年 10 月

時点)にてプロジェクト成果物の 23 の報告書がすでにアップロードされ、

公表されている。 
 

指標 4.3：コスタリカ国内および中

米各国との参加型生物多様性保全

の知識共有のネットワークが設立

される。 

達成：フェイスブックにおけるネットワークが設立されている。このネット

ワークは、公的に承認、支援された持続的なネットワークとなることが望ま

れる。 
本プロジェクトでは、「生物多様性保全の参加型管理の体系化
(SISTEMATIZANDO LA GESTIÓN PARTICIPATIVA DE LA CONSERVACIÓN 
DE LA BIODIVERSIDAD）」というネットワークを 2014 年 10 月以来設定。

本プロジェクトのC/P、コスタリカや他国の国家、地域、地方レベルの政府

機関職員、NGO、研究者、その他がグループに参加し、情報・意見交換を行

っている。合計 143名の参加者が確認されている（2017 年 9 月 12 日時点） 

指標 4.4: コスタリカの参加型生 達成：2016年、2017年CCAD の会合で、コスタリカの参加型生物多様性管

http://www.sinac.go.cr/ES/partciudygober/Paginas/default.aspx
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物多様性保全の経験がCCADに2
回以上共有される。 

理の経験について発表した。 
また、その他にも、2014年の 2014 年 3 月「参加型保護区管理メソアメリカ

セミナー」、2015 年 2 月「Wetlands for our future：Join us! 地域セミナー」。

2017 年 9 月の日本で開催した SICA セミナーにおいても本プロジェクトの

経験を発表した。 

指標 4.5: コスタリカの参加型生

物多様性保全の知識が国際イベン

トやセミナーで 10 回以上紹介さ

れる。 
 

達成：11回の国際セミナーと地域セミナーを実施し、コスタリカの経験が紹

介された。 

指標 4.6: コスタリカ開催の国内・

国際イベント／セミナーの内容を

アンケート回答者の80%以上が理

解している。 

達成：平均で全アンケート回答者の 90.2%がイベントあるいはセミナーの内

容を理解したと回答した。 

注*：「達成」はすでに達成した指標であるとみなされる評価。「概ね達成」は、計画どおり活動が進められてお

り、そのまま活動が進められればプロジェクト終了までに達成見込みがあることを指す。「部分的達成」とは、計

画されるべき活動であったが終了時評価時点で取り組まれておらず、プロジェクト終了時までの活動計画にも入っ

てなかった部分がある状況を指す。 

 
(1) 成果 1 

全国の野生生物保護区住民参加型管理を実施する際の参照資料として、R.N.V.S.B.C.での経験

に基づいた技術ガイドは作成中である。技術ガイド作成のベースとなる表 6 の成果指標 1.1 の

達成状況に示した報告書やマニュアルは完成しているため、プロジェクト終了時までに成果１

は達成される可能性が高い。 
 R.N.V.S.B.C.において、参加型生物多様性保全の集大成としての技術ガイドの作成以前に、

R.N.V.S.B.C の効果的な参加型管理の経験を実証し、とりまとめたものはすでに出版され、

SINAC ウェブサイトに公表されている。それらの資料は、ヤシ油、稲作、持続可能な家畜、統

合的農家での持続的な農業生産技術の普及のための技術ガイド、R.N.V.S.B.C での農村コミュニ

ティ開発、環境教育の経験と参加型モニタリングに関する資料である。これらはすでに国内外

で参照されている。 
また、地元関係者が参加して作成された R.N.V.S.B.C の 2017 年-2027 年の管理計画は、2017

年 9 月に国家保全地域評議会（CONAC）によって更新され承認された。地元住民が参加して策

定した管理計画も同様に野生生物保護区内に住民がいる場合などの他地域の参照の一例とな

る。 
 

(2) 成果 2  
成果２は大部分が達成されており、プロジェクト終了時まで達成される見込みである。調査

報告書と体系化された参加型生物多様性保全の事例集は、計画通りに作成された。具体的には

表7に示される体系的に整理された経験の21事例(グッドプラクティス集)については横断分析

を行い、７つのテーマ（1.原住民、2. 国家自然遺産（野生動物保護区を含む）における保全管

理の民間委託と自然資源利用許可、3.地方政府との調整、4.環境教育、5.土地管理、6.水資源管

理、7.財・サービス利用）をもとにキーイシューを整理し、参照する事例を紹介している。同報

告書の最終化は、プロジェクト終了時までに完了する見込みである。参加型生物多様性保全の

経験を体系的に情報整理するためのガイドライン（スペイン語では「lineamiento」）が作成され、

参加型の経験を体系化する能力を備えた各保全地域事務所職員が育成された。一方 SINAC 本
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部事務局（Secretaría Ejecutiva：SE）では、こうした体系化作業を継続・推進し、知識を共有す

るための責任部署を定めておらず、本部事務局で各地域の経験を横断分析した上で体系化する

職員の育成は十分に進んでおらず、今後の課題となる。組織としての取り組みを明確にするた

めに、ガイドラインの中に参加型の経験事例と事例の横断分析の更新についての方針も加える

必要がある。 
 上記の点を含め、プロジェクト活動の持続発展性を担保するには、各種ガイドライン等プロ

ジェクト成果報告書がプロジェクト終了前に業務の参照資料として公的に承認される必要が

あり、その承認作業に向けた活動が計画されている。 
 

表６ 11保全地域で体系化整理された事例リスト 

No. 事例タイトル 保全地域、活動組織 住民参加の内容 
1. カーニョ・ネグロ国家混合野生生物保護区の管理

計画の実施への住民参加プロセス 
Proceso de Participación en la Actualización del Plan de 
Manejo del Refugio Nacional de Vida Silvestre Mixto 

de Caño Negro  

アレナル・ウエタルノルテ保

全地域（ACAHN） 
野生生物保護区管理

計画実施への 
住民参加 

2. サンタエレナ森林保護区の体系化事業 
Proyecto de Sistematización Reserva Bosque Nuboso 

Santa Elena 

アレナル・テンピスケ保全地

域（ACAT） 
 

森林保護区の住民運

営委員会への保全管

理委託 
3. タピリア野生生物保護区の制定とサービスの運営

に関する住民参加プロセス 
Proceso Participativo de Creación del Refugio Nacional 
de Vida Silvestre Tapiria y la operación de servicios no 

esenciales 

コルディレラ中央火山帯保全

地域（ACCVC） 
 

野生生物保護区制定

時の住民参加 

4. カバグラ原住民地における 
原住民アジェンダの経験 

Experiencia de la Agenda Indígena en el Territorio 
Indígena Cabagra 

ラ・アミスタ・パシフィコ保

全地域 
(ACLAP) 

国際公園の原住民地

における住民参加型

管理 

5. チリポ国立公園のサービス委託 
Concesión de Servicios No Esenciales en el Parque 

Nacional Chirripó 

コルディレラ中央火山保全地

域（ACCVC） 
国立公園サービスの

住民への委託 

6. 海山管理の海洋保全地域管理計画 
Plan de Manejo del Área Marina de Manejo Montes 

Submarinos 

ココ島海洋保全地域

（ACMIC） 
海洋保全地域の管理

計画への住民参加 

7. モンテ・アルト森林保護区基金の 
住民参加管理の経験 

Experiencia de Manejo Participativo de Fundación Pro 
Reserva Forestal Monte Alto  

テンピスケ保全地域（ACT） 
 

森林保護区基金を通

じた住民参加型管理 

8. オスシオナル野生生物保護区の卵の利用 
(1983-2015) 

Aprovechamiento de Huevos en el Refugio de Vida 
Silvestre Ostional (1983-2015) 

テンピスケ保全地域（ACT） 
 

野生生物保護区にお

ける住民への資源利

用権付与 

9. バラ・デル・コロラド野生生物保護区に 
おける参加型管理の経験 

Experiencia de Manejo Participativo en el Refugio de 
Vida Silvestre Barra del Colorado 

トルトゥゲーロ保全地域

（ACTo） 
野生生物保護区にお

ける住民参加型管理 

10. カフイタ国立公園の協同管理プロセス 
Proceso de Co-manejo del Parque Nacional Cahuita 

ラ・アミスタ・カリブ保全地

域（ACLAC） 
国立公園の協同管理

プロセス 
11. グアナカステ保全地域生物教育プログラム 

Programa de Educación Biológica – Área de 
Conservación Guanacaste   

グアナカステ保全地域

（ACG） 
保全地域における 
生物環境教育プログ

ラム（PEB） 
12. アレナル・テンピスケ保全地域の 

参加型環境教育プロセス 
Proceso de Educación Ambiental Participativa del Área 

de Conservación Arenal Tempisque, CREA-ACAT 

アレナル・テンピスケ保全地

域（ACAT） 
 

地域環境教育委員会

（CREA）との湿地

帯の環境教育 
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13. シエリペ ラムサール条約サイトのテラバ湿地帯

の水に関する環境教育プログラム 
Programa Educación Ambiental en el Agua en 

Humedal Térraba – Sierpe Sitio Ramsar  

 
オサ保全地域（ACOSA） 

ラムサール条約登録

湿地における環境教

育プログラム 

14. カーニョ・ネグロ ウリマ協会トルトゥーガ ヴ
ェルデ・デ・アグア・デゥルセの統合管理 

Manejo Integrado de la Tortuga Verde de Agua Dulce, 
Asociación ULIMA – Caño Negro 

アレナル・ウエタルノルテ 
保全地域（ACAHN） 

野生生物保護区にお

ける住民協会を通じ

た環境教育や地方審

議会との連携 
15. シミリニャック原住民コミュニティにおける 

テペスキントレス*の管理と保護 
Manejo y Conservación de Tepezcuintles en la 

Comunidad Indigena Simiriñak 
*総称「パカ」と呼ばれるネズミ目の動物 

 
オサ保全地域（ACOSA） 

原住民保護区におけ

る住民の動物保護 

16. 「ラ・モンタニータの再生」コミュニティ 
プロジェクト 

Proyecto Comunitario “El renacer de la naciente La 
Montañita” 

コルディレラ中央火山保全地

域（ACCVC） 
サバニーリャ・デ・ラ・アラ

フエラ水道運営管理協会

（ASADA） 
 

住民コミュニティの

水道運営協会による

国立公園の環境保全

活動 

17. パソ・アンチョとボケロン水道運営管理協会

（ASADA）の経験 
Experiencia de la ASADA de Paso Ancho y Boquerón 

コルディレラ中央火山保全 
地域（ACCVC） 

住民コミュニティの

水道運営協会による

国立公園の水資源管

理活動 
18. ゴルフォ・ドゥルセ森林保護区における農村開発 

Desarrollo Rural en la Reserva Forestal Golfo Dulce  
 

オサ保全地域（ACOSA） 
ランチョ・ケイマード 
総合開発協会(ADI) 

森林保護区の住民参

加による農村開発 

19. 地方政府の環境管理プログラムへの参加プロセス 
Proceso Participativo Programa de Gestión Ambiental 

Municipal 

コルディレラ中央火山保全 
地域（ACCVC） 

地方政府の環境管理

プログラムへの住民

参加 
20. サヴェグレ川流域の持続的開発 

Desarrollo Sostenible de la Cuenca Hidrográfica del 
Río Savegre 

セントラルパシフィック保全

地域（ACOPAC） 
 

流域の持続的開発へ

の住民参加 

21. タラマンカ・カリブ生物回廊の経験 
Experiencia del Corredor Biológico Talamanca Caribe 

 

ラ・アミスタ・カリベ保全地

域（ACLAC） 
アナイ協会（ANAI） 

生物回廊保全におけ

る住民参加 

出所：各事例タイトルを抽出して作成 
 

表７ 保全地域の 21事例の横断分析の結果(2018年 10月時点案)  

章(テーマ) キーイッシュー 事例の保全地域 

1.原住民 1.1 継続と信頼 ラ・アミスタ・パシフィコ保全地域(ACLAP) 
コルディレラ中央火山保全地域（ACCVC） 1.2 伝統・文化・コンテクストの理解 

1.3 原住民の権利と法的枠組み コルディレラ中央火山保全地域（ACCVC） 
1.4 地域機関の強化 ラ・アミスタ・パシフィコ保全地域(ACLAP) 
1.5 制度としてのチームワーク コルディレラ中央火山保全地域（ACCVC） 

1.6 自然資源と文化を利用し、生産品

の多様化と収益性追求 
ラ・アミスタ・パシフィコ保全地域(ACLAP) 

2. 国家自然遺産（野生動

物保護区を含む）におけ

る保全管理の民間委託と

自然資源利用許可 

2.1 活動しているアクターの関与の重

要性 
アレナル・テンピスケ保全地域（ACAT） 

 

2.2 地方のアクターの権限付与 
2.3 生物多様性の保全と改善 アレナル・ウエタルノルテ保全地域（ACAHN） 
2.4 管理モニタリングにおけるSINAC
の役割 

アレナル・ウエタルノルテ保全地域（ACAHN） 

2.5 マルチセクターと機関間の協同ワ

ークの重要性 
ラ・アミスタ・パシフィコ保全地域 (ACLAP) 
コルディレラ中央火山保全地域（ACCVC） 

3.地方政府との調整 3.1 政治的サイクルと人事異動 コルディレラ中央火山保全地域（ACCVC） 
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3.2 地方政府の環境マネジメントプロ

セスの適切化 
 

3.3 姿勢の変化. 
3.4 周辺の機会の利用 
3.5 機関間の委員会 
3.6 方法論の基準化 
3.7 経済的資源 
3.8 能力強化 

4.環境教育 4.1 環境教育プロセスの資金供与 グアナカステ保全地域（ACG） 

4.2 機関間と分野間の調整 アレナル・テンピスケ保全地域（ACAT） 
4.3 法、協定、規定によりサポートさ

れた環境教育の視覚化 
オサ保全地域（ACOSA） 

4.4 対象グループに焦点をあてる努力 グアナカステ保全地域（ACG） 
4.5 プロセスの持続可能性 グアナカステ保全地域（ACG） 

アレナル・テンピスケ保全地域（ACAT） 
オサ保全地域（ACOSA） 

4.6 自然とのコンタクト グアナカステ保全地域（ACG） 
アレナル・テンピスケ保全地域（ACAT） 

オサ保全地域（ACOSA） 
4.7 安全性を通じた信頼 グアナカステ保全地域（ACG） 

4.8 反映の継続 オサ保全地域（ACOSA） 
アレナル・テンピスケ保全地域（ACAT）  

4.9 能力強化の余地を醸成 オサ保全地域（ACOSA） 
4.10 地域のコンテクストと実現性の分

析 
オサ保全地域（ACOSA） 

アレナル・テンピスケ保全地域（ACAT） 
 

5.土地管理 5.1 ジェンダーや政府機関を含め、参

加の動機づけをしながらのアクターの

巻き込み 

セントラルパシフィック保全地域（ACOPAC） 

5.2 より密接な関与を達成する知識マ

ネージメントとプロセス発展への機会

の特定で様々なアクターとの連携 

トルトゥゲーロ保全地域（ACTo） 
セントラルパシフィック保全地域（ACOPAC） 

5.3 資源戦略と利用の提携 セントラルパシフィック保全地域（ACOPAC） 
テンピスケ保全地域（ACT） 

5.4 キャパシティビルディングとプロ

セスのエンパワメント 
テンピスケ保全地域（ACT） 

ラ・アミスタ・カリブ保全地域（ACLAC） 

5.5 参加計画 テンピスケ保全地域（ACT） 
セントラルパシフィック保全地域（ACOPAC） 

6.水資源管理 6.1 総合的視点、周辺の知識 コルディレラ中央火山保全地域（ACCVC） 
 6.2 重要なテーマとしての水 

6.3 参加の場の提供 
6.4 持続可能性を保証する能力開発 
6.5  SINAC の役割 

7.財・サービス利用 7.1 関係者間の団結が強ければ、常時

良い変化 
テンピスケ保全地域（ACT） 
オサ保全地域（ACOSA） 

7.2 プロセスにおけるアクターのコミ

ットメント 
テンピスケ保全地域（ACT） 
オサ保全地域（ACOSA） 

7.3 土地利用計画は生物多様性保全の

ツール 
テンピスケ保全地域（ACT） 

アレナル・ウエタルノルテ保全地域（ACAHN） 
ラ・アミスタ・カリブ保全地域（ACLAC） 

オサ保全地域（ACOSA） 
7.4 資金オプション ラ・アミスタ・カリブ保全地域（ACLAC） 

オサ保全地域（ACOSA） 
7.5 資源利用を正当化のための科学情

報 
テンピスケ保全地域（ACT） 

アレナル・ウエタルノルテ保全地域（ACAHN） 

7.6 アクターの特定 ラ・アミスタ・カリブ保全地域（ACLAC） 
テンピスケ保全地域（ACT） 

7.7 プロセスの一部としてのモニタリ テンピスケ保全地域（ACT） 
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ング評価のフォローアップ継続 アレナル・ウエタルノルテ保全地域（ACAHN）  
オサ保全地域（ACOSA） 

7.8 環境教育を通じた意識化 ラ・アミスタ・カリブ保全地域（ACLAC） 
アレナル・ウエタルノルテ保全地域（ACAHN） 

オサ保全地域（ACOSA） 

出所：Proyecto MAPCOBIO “Claves para promover la conservación participative en el Sistema Nacional 
de Áreas de Conservación basadas en las experiencias de 11 Áreas de Conservación” (2017 年 2 月時点ド

ラフト)より抜粋。 
 

 (3) 成果 3 
成果３は大部分が達成されており、プロジェクト終了時までに達成する見込みである。参加

型生物多様性に関する１つ以上の政策提案については、「SINAC戦略計画2016-2026に基づく、

市民参加ガバナンスマクロプロセス（上位政策）の行動計画」(以下、「市民参加ガバナンス行

動計画」という)が現在策定中であり、2017 年 12 月に最終化される予定である。４つのツール

については保護区におけるゾーニングガイドラインは最終化されつつあり、生態系サービスの

支払い（PES）のためのインパクト・モニタリング・システムは、プロジェクト終了時までに開

発される予定である。また、参加型環境モニタリングを実施し、データ収集・分析し、レポー

トがとりまとめられつつある。以上の成果物は、プロジェクト終了前に業務資料として公式に

承認される予定である。 
 
 (4) 成果 4 

成果４は、プロジェクトで実施したコスタリカ国内外のイベントやセミナーでほぼ達成され

ていると評価する。それらのイベントやセミナーでは SINAC 職員が発表者となりセミナーで

重要な役割を果たした。さらに、フェイスブック等のソーシャルネットワークキング・システ

ムを通じたコミュニケーション、プロジェクトで作成された報告書のウェブサイト上で公表な

ど、参加型生物多様性保全の経験・知識は様々な経路で発信されており、共有されたとみなさ

れる。プロジェクト終了時に予定されているセミナーの開催により、達成される見込みである。 
 

  
写真１：プロジェクト成果１のマニュアル、 

報告書 

写真２：プロジェクト成果２のマニュアル、

報告書 
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２－５ プロジェクト目標の達成見込み 

終了時評価時点で、多くの各保全地域において本プロジェクトでまとめた経験の情報・知識が

利用されつつあり、また、フェイスブックを通じて情報・意見交換がなされていることから、こ

れらの点については成果が出ているものと判断した。他方、本プロジェクトで取り組んだ参加型

手法に関する知識を体系化、共有し、成果を政策・制度へフィードバックしていくための責任部

署、あるいは体制の構築については検討が始まっていなかった。しかし、その体制構築に早急に

取り組み、プロジェクト終了時まで完了することで、プロジェクト目標は達成される見込みであ

る。SINAC 本部事務局に体系化した知識をレビューし、どのような知識を共有するかを取り決め、

情報技術通信部（IT）を通じてレビュー結果をウェブサイト上に報告する責任部署（あるいは体

制）を設けることが求められる。 
 

表９ プロジェクト目標の達成状況 
プロジェクト目標：コスタリカの参加型手法に関する知識がコスタリカ内外で共有されるメカニズムが構築される。 

指標 1： 
各保全地域で、プロジェクトによって集約され

た知識（ナレッジ）を利用した事例が 1 つ以上

ある。 

概ね達成：2017年 10 月6 日時点で、11 保全事務所のうち、9 事務所

のプロジェクト連絡調整員からの質問票回答、3 名の連絡員に直接イ

ンタビューによると、本プロジェクトによって担当地域あるいは他地域

の経験から学んだことを活動に適用しつつある、あるいは、適用した

と回答している。 

指標 2： 
プロジェクトによって設立されたネットワークに

生物多様性関係機関の 50 人以上が参加し、

知識の交流や参加型生物多様性保全の議論

を行っている。 

達成：本プロジェクトが立ち上げ、100 名以上が参加するフェイスブッ

クのグループページ「生物多様性保全の参加型管理の体系化」のネ

ットワークでは、活発な議論がなされている。同ネットワークがより公的

なものをなるとさらによい。 

指標 3：知識共有のための SINAC の責任部

署が決定され、関連データの更新を行うメカニ

ズム（ホームページ等）を開発する。 

部分的に達成：ウェブでの情報共有については、情報技術コミュニケ

ーション部が管理することになるが、知識共有のための SINAC 本部

の責任部署が正式に決まっていない。中間レビュー時は、市民参加

ガバナンス部が担当になることが期待されていたが、その後そのよう

になっておらず、同部のプロジェクト活動の参加は期待よりも限られ

ていた。 

指標 4：外国との知識共有のための責任部署

がパートナーシップを発展させ、CCAD のよう

な地域イニシアティブとの知識共有のためのメ

カニズムを構築する。 

未達成：SINAC 内で知識共有を担当する、公的に定められたセクシ

ョンが不明なため未達成。しかし、SINAC と CCAD どのパートナーシ

ップは、プロジェクトで実施した国際イベントや情報共有活動を通じて

発展してきている。 

 
２－６ 上位目標の達成見込み 

上位目標達成についてはまだプロジェクト終了後の状況を精査／レビューする必要があるが、

一例がみえてきている。その例とは、「SINAC 戦略計画 2016-2026」の下、具体的な行動計画と

して「市民参加・ガバナンス行動計画」が作成されつつあり、本プロジェクトで取り組んだ参加

型生物多様性保全に関する経験の体系化を通じた知識が、環境教育等についてすでに反映されて

いる。今後、このように本プロジェクトによる経験・知識の共有の取り組みが、コスタリカ、あ

るいは中米の各国の経験の上位政策の策定や制度設計に貢献し、上位目標達成が促進されること

が期待される。 
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表１０ 上位目標の達成状況 

コスタリカ及び中米各国における参加型生物多様性保全に関する政策とシステムが、知識の適切な利用により強化さ

れる。 

指標 1： 
コスタリカあるいは中米各国における参加型生物多様

性保全のプロジェクトあるいは政策がある 
 

コスタリカと中米各国において、「本プロジェクトによって共有

された知識を参考にした」プロジェクトや政策があることを指し

ている。現在、SINAC 戦略計画の下、市民参加ガバナンスが

主体となって策定中である「市民参加ガバナンス行動計画」案

には、本プロジェクトでの 11 保全地域の経験の体系化の成果

が環境教育分野などで反映されている部分もあるという。上位

目標に関連する動きの一例といえる。 
 

指標 2： 
プロジェクトによって設立されたコスタリカ国内外のネ

ットワークが参加者 50 人以上で新たな課題の提示が

なされており、維持されている。 

この指標は、プロジェクト終了後に確認。 

 
２－７ 実施プロセス 

(1) 実施体制 
プロジェクト実施状況全体としては、活動が非常に広範囲であった点を考慮すると、当初計

画から遅延があったものの、比較的円滑に実施されてきたものと判断する。中間レビュー時点

で指摘のあった実施体制に関する課題については、以下の通り現況が確認できた。 
 
• C/P の配置について 

中間レビュー時に欠員が生じていたACTo 事務所の環境教育・参加型環境モニタリング担当

は、終了時評価時点で配置されていた。また、中間レビュー時の 2015 年 9 月、環境大臣から

国家保全地域審議会へ今までの SINAC 保全地域 11 カ所の区分けから、MIDEPLAN の 6 地域

区分に合わせて統合する方針が公式文書で示され、プロジェクト連絡員の配置の継続が懸念さ

れたが、結局その方針による変更は実施されなかったので、影響はなかった。 
ただし、リサーチ・コーディネーターについては、中間レビュー後も配置されなかった。そ

の理由について、SINAC に質問したところ、明確な回答は得られなかった。結果としてリサ

ーチ・コーディネーターが担当していたローカルコンサルタントへの調査発注のマネージメン

トについては、コスタリカC/P であるプロジェクト・マネージャーと日本人専門家が行って人

員が減少した分業務を補っていたことになり、この追加業務の負担は相応にあったものとみら

れた。 
本プロジェクトでは、SINAC 本部事務局で参加型生物多様性の知識（ナレッジ）を共有す

るメカニズムがプロジェクト目標となっていたところ、SINAC 側での共有メカニズムの継続

を担う C/P の育成を重視し、SINAC 本部事務局において各地域事務所から報告書としてまと

められた事例の内容のチェック、及び横断分析などを行う専任の担当者（あるいはチーム）の

配置があれば、よりよかったのではないかと思われる。事例の横断分析については、各保全地

域事務所のC/P によるワークショップを行ったが、最終的なとりまとめはプロジェクト・マネ

ージャーと日本人専門家のチーフアドバイザーが主に行っていた。 
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• 市民参加ガバナンス部の強化とプロジェクト活動への参加 
中間レビュー時に SINAC 組織変更があり、新ユニットとして、市民参加ガバナンス部が設

置された。当時、同部は、参加型アプローチの推進や各保全地域での参加型の活動からの教訓

の蓄積と共有に重要な役割を果たすことが期待され、プロジェクトの主要なC/P として、プロ

ジェクト活動の実施に参加することが推奨された。しかし、新設当初、同部の業務所掌が明確

に定義されていなかったこと等から、中間レビュー以降終了時評価までの間、市民参加ガバナ

ンス部職員 2 名が住民参加アプローチの経験の体系化研修に参加したり、同部職員がプロジ

ェクト連絡員の定例会へ参加したりしていたが、事例の横断分析ワークショップはオブザーバ

ー的な参加にとどまり、各保全地域での参加型アプローチの経験のとりまとめの役割を担うま

でには至らなかった。プロジェクト最終年に開始した「市民参加ガバナンス行動計画」の策定

の活動では主体的に活動がなされるようになった。 
 

• 調査諮問委員会の目的と役割の明確化および中間レビュー後の活動計画 
中間レビュー時には、調査諮問員会の目的と役割が不明瞭なため委員会のプロジェクト活動

への貢献も限られていることが指摘された。したがって、SINAC における委員会の目的・役

割は何かを明確化にし、継続するか否かの検討を行うことが提案された。中間レビュー後、調

査テーマ設定に関する調査諮問委員会の役割は終了したとして、継続されないことになった。 
この点については、例えば、本プロジェクトの目標である「住民参加型アプローチの知識

の共有メカニズム構築」ということを念頭に、SINAC 内でどのような形で知見の蓄積を行う

か、どのような体制が必要かを検討することを委員会活動の主目的とする委員会設置もあり

得たと思われる。そのような目的の委員会であれば、ナレッジマネジメントの専門家等を含

めるなど、異なる基準での委員選定となったであろう。プロジェクト開始当初においてこの

ような委員会設定も検討に値したと思われる。 
 

(2) 実施方法 

本プロジェクトでは、研修や調査業務にさまざまなローカルコンサルタントを雇用して実施

したことが実施の効率性につながっている。一方、そのようなやり方は、雇用したサービスや成

果物の質の管理が常に重要である。中間レビュー時点でローカルコンサルタントが実施した業

務の一部については、プロジェクト関係者からデータ収集や分析方法に改善余地があるとの指

摘があり、サービスと成果物の質の管理については特に重視する必要があった。R.N.V.S.B.C に

おいて、環境により優しい農業生産活動推進における農牧省とその関係機関との連携、学校での

環境教育活動での教育省との連携は、より効果的な生物多様性保全活動を実現するとともに、各

省にとっても対象地域における活動発展のきっかけとなり、その後、各省において予算を確保し、

活動を継続・普及させるインパクトもあった。このことは、パイロットプロジェクトとして共有

されるべき経験に基づく知識の 1 つとなっている。また、統合農家のモデル化を進め、それらの

モデル農家を通じて他の農家への技術の普及を目指す取り組みは、知識の普及のアプローチの

一例となった。 
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第３章 評価 5 項目による評価 

 
３－１ 妥当性 

本プロジェクトは、終了時評価時点のコスタリカ及び中米における環境政策、戦略、開発計画

および日本開発援助方針において妥当性が高い。 
 
(1) コスタリカの開発政策・計画との整合性 
本プロジェクトは、コスタリカの国家開発計画（2015-2018）と国家生物多様性保全戦略（2015-

2030）と合致している。国家開発計画（2015-2018）の環境分野関連の章では、環境保全活動にお

いて公式な市民社会の参加の必要性が述べられ、参加型ガバナンスに焦点があてられている。国

家生物多様性保全戦略（2015-2030）の 4 つの政策軸のうち、3 つ政策軸には市民社会の参加の視

点が含まれている。SINAC 開発戦略 2016-2026 では、市民参加ガバナンスは戦略テーマの一つと

なっており、SINAC の内部手続きとして、プロジェクトと直接関連する 2 つの目標が以下の通り

掲げられている。 
 生物多様性の保全と自然資源の持続的利用には参加型管理を実施すること。 
 意思決定のプロセスにおいて改善を推進するナレッジマネジメントシステムを設立する。 

 

(2) コスタリカの開発ニーズとの合致 
コスタリカの野生生物保護区等では人々が居住し、生産活動を行っており、自然資源の利用と

管理において地域住民と行政機関との中で軋轢が生じていた。生物多様性保全の推進において住

民参加は不可欠かつ共通の課題であり、過去の経験から学んで各保全地域で適用していくことが

重要であった。バラ・デル・コロラド野生生物保護区、その他にも各保全地域で参加型生物多様

性保全推進が取り組まれた前例がいくつかあるものの、前例の経験を参照しやすく体系的にとり

まとめ、国内外で適用していくニーズがあった。 
 
(3) 中米地域政策との整合性 
本プロジェクトは、中米統合機構（Sistema de la Integración Centroamericana：SICA）の中米環境

開発委員会（Central American Commission on Environment and Development:CCAD）の「2015-2020
地域環境戦略の枠組み」と合致している。同戦略で目指されている 5 つの成果のうちの 1 つは「生

物多様性保全が参加型の方法で推進される」こととなっている。本プロジェクトは、生物多様性

保全への社会参加を推進することにより、この目的に貢献するものである。 

 
(4) 日本の対コスタリカ援助政策との整合性 
本プロジェクトは、外務省の「対コスタリカ共和国 国別援助方針」（2017 年 1 月）及び「対

コスタリカ共和国 事業展開計画」（2017 年 1 月）との整合性が高い。対コスタリカの援助政策

の基本方針は、「環境分野を中核とした持続的発展への支援」となっている。また、援助方針では、

コスタリカへの二国間援助を通じ、中米地域への支援を推進することにも言及されており、その

方向性にも合致している。 
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３－２ 有効性 

各保全地域の SINAC 職員の参加型に関する経験の体系化と、その経験を SINAC 内外で共有す

る上で、本プロジェクトは有効であった。しかし、SINAC 本部レベルにおいては、体系化された

参加型手法の経験の知識を共有するメカニズムを構築するというプロジェクト目標について、責

務を負う担当部署あるいは体制が定められておらず、よって、プロジェクトの成果を上位目標「政

策・制度の強化」につなげる体制が十分とはいえない。知識の共有メカニズムという点において

は、SINAC ウェブサイトを通じた報告書の公表とソーシャルネットワークを通じた普及にとどま

っている。知識の共有と業務へのフィードバックを行う体制を構築することに関しては、今後

SINAC 本部レベルにおいて事務局職員の更なる能力向上が求められる。 
 
(1) 地域レベルで知識の共有メカニズム 
 保全地域事務所の職員は、本プロジェクトを通じて参加型アプローチ促進のための鍵となる

事項を学んだ。参加型生物多様性の経験の体系化の作業を通じて得た知識を、現場でのオペレ

ーションに反映、実践し始めている。参加型の経験の体系化作業そのものが、保全地域事務所

職員の業務改善への意識を啓発し、SINAC 職員と地域の関係者の一層の関係強化に有効であっ

た。R.N.V.S.B.C で実証された経験は、コスタリカの他の保全地域や国外でも参照可能な「知識」

としてまとめられた。これらの成果は、SINAC の地域事務所職員の取り組みの高い意欲による

ものと考えられる。 
 
(2) SINAC 本部事務局での知識の共有と政策・制度へのフィードバック 
 本プロジェクトで実施した地域セミナーとCCAD の会合での発表を通じ、中米諸国とのネッ

トワークを促進したことは非常に有効であった。 
 中間レビュー時、SINAC 本部に市民参加ガバナンス部が設立されたことは、プロジェクト後

半の活動において、参加型知識の普及における推進要因になると期待された。また、地域事務

所が体系化した知識の分析と、その SINAC 全体（本部事務局と地域事務所）での共有におい

て、同部が主要な役割を担うことが期待された。 
 しかしその後、同部は市民参加ガバナンス行動計画の策定は行ったものの、体系化された知

識をSINAC全体としてとりまとめる作業への関与は限定的であった。終了時評価時において、

SINAC 本部事務所に体系化された知識の共有メカニズムの責任主体が設置されていない理由

は、主に以下の通りと考えられる。 
 市民参加ガバナンス部は新設のため、プロジェクト開始当時から参加してきた地域事務所

職員と比較すると経験が浅く、新規の部署であるがゆえに業務所掌に曖昧な点があり、中

間レビュー以降において業務所掌の明確化が図られるに至ったという経緯がある。実際、

本プロジェクトの参加型に関する経験と知識については、市民参加ガバナンス部の業務所

掌だけでなく、生物多様性保全と持続的利用、生態サービス部の業務にも横断的に関連す

るものであった。加えて、2017 年 6 月に辞任した同部の部長は、在任中健康問題により不

在が多かったことも影響し、同部をプロジェクト活動への参加を促すこと、更には参加型

の経験の知識についてとりまとめを行う部署となるには課題が多かった。 

 2015 年 2 月以降、リサーチ・コーディネーターが配置されなかった。プロジェクト目標を

鑑みると、この担当は、SINAC 全体としての参加型に関する経験と知識のとりまとめが期

待されるポジションであったと理解する。しかし担当業務名からは、単に調査発注を行う
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担当として位置付けられ、その役割と必要性の認識がないままとなり、SINAC としても人

員不足の中、プロジェクト専任の担当を配置することなく終了時評価に至ったものとみら

れる。 

 「知識」と「体系化」について、まず誰を「知識」のターゲットユーザーで、どのように

体系化するかの方針につき、プロジェクト初期段階において明確に定義されていなかった。

政策・制度の強化に向けての知識であれば、地域事務所の職員のみでなく、本部事務局職

員も対象とすべきである。しかし実態としては、知識の体系化の活動主体や主なユーザー

は、本部事務局職員より地域職員に焦点があてられ、各地域の参加型経験の情報整理が中

心で、本部レベルで誰が各地域の知識をまとめるか、共有するかについて、十分に検討さ

れていなかった。 
 
３－３ 効率性 

プロジェクト活動実施に向けての日本側及びコスタリカ側の投入、活動、プロジェクトの各地

域の成果については、中程度といえる。実施された国内、国際セミナーは適切と判断でき、プロ

ジェクトの成果の普及は計画どおり進んでいる。 
一方、SINAC 本部事務局の活動については、リサーチ・コーディネーターの不在や市民参加ガ

バナンスのプロジェクト活動への関与が、当初は限られていたことなどから、効率性を減じるこ

ととなった。生態系サービス支払い（PES）のモニタリングシステム開発は、予定より大幅に遅延

したが、終了時評価時点ではコンサルタント契約に進み、プロジェクト終了前に完了する予定で

ある。 
いくつかのプロジェクト活動の遅延の一因は、活動が多岐にわたったことで、投入が散発的と

なったことがあげられる。その背景として、本プロジェクトで体系化の対象とした参加型の経験

の特定作業の開始時から、多様な参加型アプローチの全てを対象として考慮したことが活動数の

増加の理由と考えられる。結果として、本プロジェクトでは、参加型生物多様性保全の課題に対

応する様々な報告書やガイドライン、政策、情報システムなどの成果物を生み出すこととなった。

コンサルタント委託によりそれが可能となったものの、限られたプロジェクト人員で契約管理や

成果物の質の管理等を行う業務負担は、相応にあったものと推察する。活動に関しては、プロジ

ェクト目標と上位目標と関連で最重要課題に絞ることも重要であったと考えられる。そのために

は、プロジェクトで目指す共有すべき「知識」の内容の範囲を絞ることも、一案であったと思料

する。 
 
３－４ インパクト 

(1) 上位目標の達成状況 
プロジェクト終了後の状況を確認の後に評価することになるが、市民参加ガバナンスが主体と

なって作成中の市民参加ガバナンス行動計画は、本プロジェクトにおける参加型生物多様性保全

の経験の体系化によって抽出された知識が反映されているものと判断されることから、知識を政

策に反映させるという本プロジェクトの上位目標に貢献する活動の一例といえる。 
 
(2) その他のインパクト 
その他のインパクトとして、主に以下の点が観察できた。 
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 R.N.V.S.B.C における参加型管理は、SINAC 保全地域事務所（ACTo）はじめ、農牧省

（Ministry of Agriculture and Livestock: MAG）や教育省（Ministry of Public Education: MEP）、

野生生物保護区内外のコミュティ、その他の関係諸機関が協働し、持続的農業と環境教育

活動を発展、普及させることを促進した。 

 本プロジェクトで得られた参加型アプローチの経験に関する一連の報告書類は、コスタリ

カのみでなく、メキシコ、グアテマラ、GIZ で実施している「グアテマラにおけるメソア

メリカ生態コリドーの持続的地域管理のための能力強化プロジェクト」など、多くの他ド

ナープロジェクトによっても利用される見込みである。また、参加型の経験に関する体系

化のマニュアルについては、GIZ が支援する SINAC の国家生態コリドープログラムにお

いて、SINAC 本部事務局の市民参加ガバナンス部生態コリドー担当職員が既に活用し、国

際あるいは地域セミナーでも発表する予定としている。 

 国家森林基金（FONAFIFO）は、本プロジェクトの参加型環境モニタリングの方法の研修

に参加し、同基金が PSA の便益を受けている農家でのモニリング箇所でトラップカメラ

を使い、その研修成果を反映して本プロジェクトと同様の参加型環境モニタリングを行っ

ている。 
 

３－５ 持続性 

終了時評価において、本プロジェクトの持続性の見込みは中程度である。政策・制度、組織、

財務、技術面に関する本プロジェクトの持続性については、以下の点が予見される。 

 
(1) 政策・制度面 
参加型アプローチの重要性は、現行のコスタリカ生物多様性保全政策において強調されている。

現在の政府は、ガバナンスに重点を置いており、生物多様性保全における参加型アプローチへの

政策的支援は明らかである。ただし、時間の経過とともに、将来の政権において優先度が変わる

可能性がある。 
 
(2) 組織面 
現在の市民参加ガバナンス部の組織は、部長 1 名と職員 4 名の 5 名体制であり、担当事項とな

っている 7 つのテーマ：原住民、環境教育、ボランティア、ガバナンスモデル、戦略的連携、生

態コリドー、国家・地域・地方審議会を所掌するには不十分である。以上の状況下、市民参加ガ

バナンス行動計画の実施や参加型アプローチの知識の分析、共有、政策決定、SINAC 業務へのフ

ィードバックについて、プロジェクトの持続性が懸念される。 
 
(3) 財務面 
本プロジェクトの波及効果の１つとして、SINAC 内で以前はなかった「体系化」という予算項

目が現在設定されている点があげられる。この予算項目で、各地域事務所は経験の体系化活動を

行う予算が獲得できるようになり、体系化の活動を継続する予算確保するための重要な足掛かり

となっている。 
中間レビュー時に確認した通り、現行政府には予算不足の問題があり、政府組織は予算削減が
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実行されている。したがって、SINAC 通常予算への影響が懸念される。しかし、SINAC へ配分さ

れる通常の政府予算の他、各地域事務所の活動においては、生物多様性保全活動のための公的、

あるいは民間組織との協定を通じ、部分的な協力資金が得られる可能性もある。現時点では、本

プロジェクトで発展した活動の財務的継続性を担保しようという SINAC の尽力が伺える。 
 
(4) 技術面 
中間レビュー時に確認されたように、R.N.V.S.B.C のC/P 職員の参加型のスキル、すなわち、関

係機関間の調整や地域住民やコミュニティ動員の参加型スキルが維持され、他の類似の保全地域

へ継続的に移転されることが見込まれる。参加型アプローチの経験の体系化の手法は、プロジェ

クト連絡員が、すでに SINAC 内の他の職員や国内外の組織へ移転している状況であり、この活動

が維持されることが期待される 
保全地域の知識の体系化や共有する能力は十分発展してきているが、SINAC 本部事務局レベル

では、体系化活動への参加は限られている。 

 
３－６ 効果発現に関わる貢献・阻害要因 

(1) 貢献要因 
1) 計画内容に関すること 

特になし 
2) 実施プロセスに関すること 

• SINAC の過去の経験の情報の体系化において、各保全地域事務所の職員が中心となり、

多くの関係組織を巻き込んで参加型で行ったことで、国内のさまざまな組織の関係者

の知見の共有と関係強化につながっている。 
 
 (2) 阻害要因 

1) 計画内容に関すること 

• 本プロジェクトの開始段階において、目指すべき参加型生物多様性に関する「知識」の

「体系化」を明確に定義し、関係者間で共有することが手薄になったことで、プロジェ

クトの活動が拡散し、活動の効率的実施を阻害する要因の１つとなった。プロジェクト

の効率的な実施のためには、プロジェクト実施の早期の段階において、キーワードを基

に重要な活動を取捨選択し、活動を絞り込んで集中的に行うことも重要であったと考

えられる。 
• 当初のプロジェクト・デザインで、プロジェクト目標・成果・活動の論理的なつながり

に不明確な点があったこと、また、各達成度を測る上でプロジェクト計画時の指標設定

に課題があったこともあり、特に中間レビュー時までのプロジェクト実施の効率性を

阻害した。特に、プロジェクト全体の中におけるR.N.V.S.B.C.内の活動は、参加型を推

進する手法を試すパイロット的活動と位置付けられることから、必要十分な活動範囲

に留めておくような措置もあったものと思料する。本点については、終了時評価調査団

として参加した国際協力専門員の所感が参考となる（付属資料 3）。 

 
 



 

27 
 

2) 実施プロセスに関すること 
• SINAC 本部事務局で各保全地域の参加型事例の知識をとりまとめて分析し、政策へフ

ィードバックするナレッジマネジメント体制を構築することを重視し、早期からその

体制の構築を検討していなかったため、プロジェクト目標達成の遅延が生じた。 

 

３－７ 結論 

結論として、プロジェクト終了時までに SINAC 本部事務局で保全地域での経験の知識をとり

まとめ、政策や業務実施の指針等のフィードバックを継続的に行う体制が構築されれば、プロジ

ェクトは全体として高い評価に値する。 
本プロジェクトは、コスタリカ側政策・計画と日本側の援助政策において整合性が高く、コス

タリカの保全地域の経験・情報を体系化し、関係者と共有することができたという点において効

果の高いものであった。効率性の面では、中央レベルでプロジェクトの活動を統括すべき適切な

責任体制が不在であったため、一部の活動が当初の計画と比較して遅れることとなったが、保全

地域レベルでの活動の進捗は順調であった。またプロジェクトでまとめられた参加型の知識が他

地域や各関係機関の活動へ広がったインパクトも観察できた。プロジェクト活動の持続性をより

確固なものとするには、SINAC 中央レベルで経験の体系化のための能力向上、SINAC 以外の関

係機関も含めて今後の政策立案、生物多様性保全の参加型管理へフィードバックするためのナレ

ッジマネジメントを推進する必要がある。プロジェクト目標を達成するためには、プロジェクト

終了時までに、保全地域での経験のナレッジマネジメントを推進する責任部署を中央レベルで設

けることが不可欠である。 
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第４章 提言・教訓 

 
４－１ 提言 

終了時評価のレビューの結果、以下を提言した。 
 

４－１－１ プロジェクト終了時までの提言 

(1) ナレッジマネジメント責任部署の制定 
本プロジェクトによる成果の持続発展性を担保するため、体系化された知識の共有メカニズム

を構築するための責任部署を SINAC 本部事務所で制定すべきである。なお、その際には、SINAC
戦略計画 2016-2026 においては、「生物多様性の保全と持続的な利用と生態系サービス部」がその

担当部署として指定されていることを考慮すべきである。 
SINAC 長官や技術ダイレクターとの議論により、例えば以下の管理・機能体制を提案する。 

 
【責任体制の暫定案】 
 リーダー 

SINAC 本部事務所 技術ディレクター 
支援チーム 
 市民参加・ガバナンス部長と各職員 
 生物多様性の保全と持続的な利用と生態系サービス部長と各職員 
 地域技術ディレクター、市民参加・ガバナンス連絡担当者および関連職員 

推奨される活動 
定期的に開催される技術ディレクター会議（技術ディレクターズフォーラム）で、以下のテ

ーマを取り上げる。 
 新規にとりまとめられた参加型生物多様性保全の経験の体系化の報告書の更新、また今

後保全地域で体系化すべき経験の見直しをする。 
 今後 SINAC ウェブサイトに公表されるべきグッドプラクティスの報告書の検討・評価 
 上記報告書から得られた教訓を分析し、生物多様性の参加型管理と関連する新しい政策

策定へフィードバックする。 
 

(2) 本プロジェクトが作成した成果品の公的承認 
SINAC の業務上重要とみられる以下の本プロジェクトの成果品の公的な承認を行うことが推

奨される。 
 国家野生生物保護区の参加型管理マニュアル 
 SINAC における生物多様性保全のための参加型管理の体系化マニュアル 
 SINAC における参加型生物多様性保全の経験の体系化ガイドライン 
 11 の保全地域での経験に基づく SINAC の参加型保全活動促進のための課題 
 経験体系化の報告書 
 ゾーニングマニュアル 
 PES インパクト・モニタリング・システム 
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 参加型環境モニタリング・プログラム 
 PRONAMEC（国家生態系モニタリング・プログラム）におけるジャガー・モニタリング・

プロトコル 
 市民参加とガバナンスのマクロプロセス（上位政策）行動計画 
 

(3) SINAC 本部事務局職員、地域保全事務所ディレクター、その他関係者を対象とする最終

セミナー 
本プロジェクトのすべての成果を共有すべく、特に SINAC 本部事務局と保全地域職員を対象

に最終セミナー開催を提案する。それに加えて、参加型保全促進の政策的支援を得るために、公

的、学術、民間セクター（NGO など）の意思決定者に情報を提供し、フィードバックするための

プロジェクト終了イベントを提案する。また、これらと並行し、プロジェクトで得られた成果や

教訓をより政府の上位レベルへ発表すべく、国家保全地域評議会で発表セッションを設けること

が望ましい。 
 

４－２－２ プロジェクト終了後の提言 

(1) 経験の体系化の業務サイクルの継続的実施 
体系化された知識の共有メカニズムのために制定された、SINAC 本部事務所の担当部署が、経

験の体系化を業務サイクルとして継続的に実施していくことが望まれる。業務サイクルとは、各

保全地域の経験・知識のレビュー、共有、業務改善のためのフィードバックを行うということを

指す。共有すべき知識をレビューし更新する際には、その知識を用いる対象者（SINAC 本部事務

局職員と保全地域事務所職員）が政策・制度あるいは活動へフィードバックするために参照しや

すいレファレンスとして、改訂・整理してまとめることが重要である。 
 

(2) プロジェクト活動を継続するための予算の確保 
SINAC の予算管理システム（PLAN PROPUESTO）には、経験の体系化のための予算項目が既

に設けられている。SINAC が参加型管理の経験の体系化活動のために継続の予算支援をすること、

またその他プロジェクトで支援した参加型環境モニタリング活動等の予算支援を継続することが

望まれる。 
 

(3) 参加型生物多様性保全の経験やデータの共有に向けた国際機関との協力の継続と発展 
(コスタリカのグッドプラクティスの発信の継続のために) 

本プロジェクトは、国際条約事務局（生物多様性条約（CBD）やラムサール条約など）やコス

タリカの国家生物回廊プログラム、メソアメリカ生物回廊プログラムといったCCAD の環境戦略

地域フレームワークや、GIZ プロジェクトなどの援助機関と協調して、セミナーやイベント活動

を実施してきた。このような取組みを通じて、構築されたこれらの組織とのネットワークがプロ

ジェクト終了後も継続して強化されるべきである。 
 
４－２ 教訓 

今次終了時評価では、コスタリカ側のM/M で合意した下記の(1)の教訓、そして JICA 組織内で

引き継がれるべき(2)の教訓の 2 点をあげる。 
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(1) 参加型生物多様性保全の経験の体系化プロセスの効果 
  本プロジェクトに参加した多くの保全地域事務所の職員が、参加型の経験の体系化作業そ

のものが、自身の業務活動の改善に貢献したと指摘していた。その理由は、体系化プロセス

においてこれまでの経験を分析し、反省や教訓を得ることで自分たちの担当業務の改善や関

連組織の主要な関係者との関係を強化することにつながり、ひいては参加型アプローチの推

進にもつながったとしている。彼らは体系化作業を実施した結果、日々の業務に対して自信

を持ち意欲的になっている。特に長期にわたって参加型保全の経験がある国にとっては、知

見を取りまとめて「暗黙知」を「形式知」へと転換する上で体系化作業プロセスそのものが

有用である。 

(2) プロジェクト開始初期におけるプロジェクト・アプローチの概念の明確化 
  本プロジェクトでは、プロジェクト目標が示す参加型生物多様性の保全の「知識」および

「体系化」の範囲が曖昧で、参加型生物多様性の保全のグッドプラクティスとなる経験の「知

識」について、「知識の利用の目的はなにか」、「誰を知識のターゲットユーザーとするか」、

「どのようなタイプあるいは状況の保護区を対象とするか」等が明確に定義されないままに

プロジェクトが進行していた。このことは、プロジェクト・アプローチの概念とプロジェク

トのデザインに曖昧さを残し、その結果として活動が非常に広範にわたり、投入、活動、成

果、プロジェクト目標の論理的な関連性のみえにくさに繋がったものと考えられる。そして、

プロジェクトマネジメント上の負担と活動実施の効率性を減ずる一因となった。 
詳細計画策定時に対象範囲を絞ることが困難な場合には、例えば参加型アプローチの経験

情報をある程度整理した時点で、どのような知識を重視して分析するかを、活動計画に入れ

ておくと効果的と思われる。また、そのような知識・知見の整理・分析には高度な専門性を

要することから、ナレッジマネジメント専門家を投入して分析した上で対象範囲を絞り、プ

ロジェクト・アプローチの概念を明確化し、その上でプロジェクト・デザイン・マトリック

スを見直すことも必要な措置と考えられる。以上の対処により、より効率的なプロジェクト

マネジメントに繋がるものと思料する。 

以上 
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コスタリカ国「参加型生物多様性保全推進プロジェクト」終了時評価グリッド

1. プロジェクトの達成度
評価設問

判断基準 必要なデータ 情報源/データ収集方法 
大項目 小項目

プロジェクトへの投入は計画

通り実施されたか。

日本側の投入は計画どおり実施

されてきたか。

計画・実績の差異分析 ・ 投入実績 ・ プロジェクトから提供され

たデータ・情報

コスタリカ側からの投入は計画

どおり実施されてきたか。

計画・実績の差異分析 同上 同上

プロジェクトのアウトプット

は計画どおり達成されつつあ

るか。

PDM Ver.2.0の指標 ・ アウトプットの実績 同上

プロジェクト終了時までに目

標*は達成される見込みであ
るか。

PDM Ver.2.0の指標 ・ プロジェクトのアウトプット

と目標指標の達成見込み

同上

プロジェクト上位目標は達成

される見込みであるか。

プロジェクト目標の達成の結果として

の上位目標の達成見込み

・ （プロジェクトの成果物の）

コスタリカ国内および他国の

政策やスキームへの適用事

例、今後の見込み

同上

プロジェクトのアウトプット

と目標達成に影響する要因は

なにか。

- PDMの外部条件の充足 
- その他外部状況 

外部条件その他の事項に関する

データ・情報
同上

*プロジェクト目標「コスタリカにおける参加型生物多様性保全のための知識が、コスタリカ国内外に広く共有される。」における「知識（Knowledge）」とは、「生物保全にかかる政策や取り組みが
実施されるに至った背景、その後の実施プロセス、実施状況とその結果の関連性、生物・社会・経済的効果・影響、課題、教訓、今後の改善の方向性などを体系的に整理したもの」と定義されてい

る(2013年 2月 4日に締結の Record of Discussion of the Project). 
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2. 実施プロセス
評価設問

判断基準 必要なデータ 情報源/データ収集方法 
大項目 小項目

プロジェクト活動は

計画どおり実施され

たか。

- PDMの活動計画と実績の比較 
- 追加あるいは中止された活動の
有無

- PDM Ver. 2 と活動計画（PO）
- 活動実績 

- プロジェクト報告書・関連資料
レビュー

- JCC議事録 
- C/Pインタビュー 
- 日本人専門家インタビュー 

プロジェクトは適切

に運営されているか。

現在の実施体制は効果的かつ効率

的に機能してきたか。

- C/Pと日本人専門家との責務・役
割分担の適切性

- C/Pの間（本部・地方支所）での
責務・役割分担の適切性と体制

- 関係政府機関（農牧省、環境省、
地方開発省等）や委員会（国家保

全地域審議会、地方審議会、地方

委員会等)との調整や実施体制の
適切性

- 2016年以降の SINAC組織体
制・権限の変化

- プロジェクト実施体制・システ
ム

- 意思決定のメカニズム 
- プロジェクト運営状況 

同上

プロジェクトは適切にモニタリン

グされてきているか。

- プロジェクトの進捗に関する

JCCによるモニタリングの効果 
- JCCによる評価モニタリング結
果および提言

- プロジェクト報告書・関連資料
レビュー

- JCC議事録 
- C/P インタビュー 
- 日本人専門家インタビュー 

C/Pと日本人専門家間のコミュニ
ケーションは問題ないか。

専門家と C/Pの間での定期的かつ十
分なコミュニケーション

日本人専門家と C/Pとのコミュニ
ケーションの頻度

- プロジェクト報告書・関連資料
レビュー

- C/P インタビュー 
- 日本人専門家インタビュー 

プロジェクトの進捗

に関し、コスタリカ側

のイニシアティブは

十分であったか。

C/Psのプロジェクトへの参加、主
体性はどの程度であるか。

- C/Pのプロジェクト目標、進捗状

況、課題の十分な理解

- C/Pのプロジェクト活動に関与へ
の主体性

- C/Pのプロジェジェクトへの理
解度

- C/Pのプロジェクト活動への参
加度合い

- C/Pのプロジェクトでの役割・
責任と日常業務内容

同上

適切な職位/人員がC/Pとして配置
されているか。

プロジェクト目標と C/Pの配置の整
合性（組織、部署、人員キャパシテ

ィの点において）

- プロジェクトにおいて協力が必
要な組織、部署、人員の関与

（SINAC市民参加ガバナンス
ユニットとその関係部署、その

同上
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評価設問
判断基準 必要なデータ 情報源/データ収集方法 

大項目 小項目

他政府関係組織より）

R.N.V.S.B.C.*において対象となる
地方政府および地域住民の参加や

垂体性の程度はどうであるか。

- 地方政府および地域住民のプロ
ジェクト目標、進捗状況、課題に

ついての理解

- 対象となる地方政府および地域
住民によるプロジェクト活動へ

の参加のへのイニシアティブ

プロジェクト活動における地方政

府と地域住民の参加の程度

同上

- 地方政府インタビュー 
- 地域住民へのインタビュー 

プロジェクトの進捗

に影響を及ぼす要因

はあるか。

プロジェクト実施を阻害する要因

はあるか。

- プロジェクトの遅延の要因とな
った問題・制約

- プロジェクト報告書・関連資料
レビュー

- C/Pインタビュー  
- 日本人専門家インタビュー 

プロジェクト実施を促進する要因

はあるか。

- プロジェクトの進捗に貢献した

事項

同上

*R.N.V.S.B.C.：Refugio Nacional de Vida Silvestre Barra del Colorado (バラ・デル・コロラド野生生物保護区)
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3. 5項目評価
妥当性

評価設問 
判断基準 必要なデータ 情報源/データ収集方法 

大項目 小項目 

プロジェクト目標と上位目

標は現在の国家戦略、政策、

計画と一致しているか。

- プロジェクト実施後のコスタリカの政策
や開発計画における参加型生物多様性保

全の優先度

コスタリカの参加型生物多様性保全に

関する国家計画と政策。例えば、

- Plano Nacional de Desarollo 
(2015-2018) 

- Politica Nacional de Biodiversidad 
(2015-2030) 

- Plan EstrategicoSINAC
(2016-2026) 

- 政府報告書、開発計画 
-  

プロジェクト目標と上位目

標は中米における地域戦略

と一致しているか。

- 中米の政策や開発計画における参加型生
物多様性保全の優先度

参加型生物多様性保全に関する地域政

策／計画。例えば、“Estrategia Regional 
Ambiental Marco 2015-2020” 

- 地域組織の報告書、開発
計画

プロジェクトアプローチは

ターゲットグループ*のニ
ーズと一致しているか。

*ターゲットグループ:
環境エネルギー省

（MINAE）、国家保全地域シ
ステム庁（SINAC）、バラ・
デル・コロラド 野生生物保
護区内の住民、コスタリカ

及び中米諸国の生物多様性

保全に関係する組織 （プロ
ジェクトの実施したセミナ

ーに参加した組織） 

対象地域:  
バラ・デル・コロラド 野生
生物保護区と保全地域 

プロジェクトアプロー

チはコスタリカとその

他の中米の国々におけ

る参加型生物多様性保

全の普及に効果がある

戦略であるか。

- プロジェクト目標と上位目標を達成する
手段としてのプロジェクトアプローチ／

デザインの適切性

- PDM上の矛盾、問題の有無 

- プロジェクト関係者のプロジェク
トアプローチ/デザインの評価 

- PDM Ver. 2 

- 日本人専門家インタビ
ュー

- コスタリカの関係者へ
のインタビュー（C/Pと
その他のターゲットグ

ループ組織)  

対象地域、ターゲットグ

ループの選定は適切で

あるか。

- プロジェクト目標と上位目標から対象地
域とターゲットグループの整合性

- R.N.V.S.B.C.の経験の他地域・グループへ
の適用可能性あるいは参照性

- 中米の他国における参加型生物多様性保
全の経験の交流へのニーズ

- コスタリカおよび他国における参
加型生物多様性保全に関する知識

の体系化と共有の必要性

- 地方政府および地域住民の参加型
生物多様性保全へのニーズ

- 参加型生物多様性保全が必要な他
の地域の現状

- 日本人専門家インタビ
ュー

- コスタリカの関係者へ
のインタビュー（C/P組
織とその他のターゲッ

トグループ組織) 

プロジェクトは日本の

ODA政策に合致している
か。

プロジェクト目標とプロジェクト開始後の

日本の ODA政策との整合性 
対コスタリカの日本の ODA政策 
- 対コスタリカ国別開発協力方針 

(2017年 1月) 
- 対コスタリカ事業展開計画(2017年

- 日本の ODA政策レビュ
ー
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評価設問 
判断基準 必要なデータ 情報源/データ収集方法 

大項目 小項目 

1月) 
他の国際援助との適切な調

整は行われているか。

プロジェクトの効率性、有効性を向上させる

ような他ドナーの援助との調整

- プロジェクトアプローチ、デザイン
に関する関係者の評価

- プロジェクト報告書 
- 国際援助ドナーの関連
事業報告書

有効性

評価設問
判断基準 必要なデータ 情報源/データ収集方法

大項目 小項目

プロジェクトのアウトプッ

トの達成見込みはあるか。

アウトプットの達成 (「1. プロジェクト達成度」を参照) (「1. プロジェクト達成度」
を参照) 

プロジェクト目標は終了ま

でに達成される見込みか。

プロジェクト目標の達成見込み (「1. プロジェクト達成度」を参照) (「1. プロジェクト達成度」
を参照) 

- プロジェクトのアウト

プットは、計画通りプ

ロジェクト目標の達成

に貢献する見込みであ

るか。

-  - アウトプットのプロジェクト目標達成へ

の貢献

- プロジェクト目標達成におけるアウトプ

ットの充足度

- アウトプットの達成度 
- アウトプットのプロジェクト目標

達成への貢献の例

- 日本人専門家インタビ

ュー

- C/Pインタビュー 

プロジェクト目標達成に向

け、促進／阻害要因はある

か。

- PDMの外部条件の充足 
- プロジェクト目標達成に影響する他の外

部要因

- プロジェクト目標達成に影響する内部要

因

(「1. プロジェクト達成度」を参照) (「1. プロジェクト達成度」
を参照) 

効率性 

評価設問
判断基準 必要なデータ 情報源/データ収集方法

大項目 小項目

プロジェクト活動へ

の投入の適切性

日本側の投入は適切である

か。

<日本人専門家> 
- 人数、専門性、タイミング、期間の適切性 
<本邦研修> 
- 研修生の人数、専門性、研修内容、期間、
タイミングの適切性

<コンサルティングサービス契約> 

- 活動計画 (PO) 
- 専門家の配置 
- 海外研修の記録 
- 供与機材リスト 
- 項目別ローカルコスト 

- 日本人専門家インタビ
ュー

- C/Pインタビュー 
- プロジェクト報告書・関
連資料レビュー
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評価設問
判断基準 必要なデータ 情報源/データ収集方法

大項目 小項目

- コンサルタントの質と契約のタイミング 
<機材> 
- 型、質、設置のタイミングの適切性 

- コスタリカ側の投入は
適切であるか。

- <C/P> 
- 人数、配置、担当者のスキルの適切性 
- <施設> 
- コスタリカ側から提供された施設の適切
性

- <ローカルコスト> 
- コスタリカ側からのローカルコスト負担
の適切性

- 活動計画 (PO) 
- C/Pの配置 
- プロジェクトオフィス等提供された施
設状況

- 項目別ローカルコスト 

- プロジェクト報告書・関
連資料レビュー

投入と活動はアウト

プットを達成するた

めに適切であった

か。

- プロジェクト活動実施のための投入の充
足度

- アウトプットのためのプロジェクト活動
の必要性、充足度

- 活動計画 (PO) 
- 投入実績 
- 活動実績 

- プロジェクト報告書・関
連資料レビュー

- (「1. プロジェクト達成
度」と「2.実施プロセス」
を参照) 

- 効率性の観点から
プロジェクト実施

を阻害あるいは推

進する要因はある

か。

-  - プロジェクトの効率性に関し、制約あるい
は推進力となる事項

- 活動における投入の利用状況 
- アウトプット達成への外部条件に関す
る情報

- プロジェクト報告書・関
連資料レビュー

- (「1. プロジェクト達成
度」と「2.実施プロセス」
を参照) 

インパクト (評価時の上位目標達成の見込み ) 
評価設問

判断基準 必要なデータ 情報源/データ収集方法
大項目 小項目

- 上位目標は達成さ
れる見込みがある

か。

- 上位目標はプロジェク
ト目標達成の結果とし

て達成されそうである

か。

- 上位目標の指標 
- プロジェクト目標と上位目標の因果関係
の論理性

- (「1. プロジェクト達成度」を参照) - (「1. プロジェクト達成
度」を参照) 

上位目標達成のための外

部条件の影響がありそう

か。

外部条件の充足 上位目標への外部条件に関する情報 同上

- 日本人専門家インタビ
ュー

- C/Pインタビュー 
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評価設問
判断基準 必要なデータ 情報源/データ収集方法

大項目 小項目

- 予測されなかった
正・負のインパクト

はあるか。

-  - プロジェクトによる想定外の正・負のイン
パクトの有無

- プロジェクト関係者の情報 - プロジェクト報告書・関
連資料レビュー

- 日本人専門家インタビ
ュー

- C/P インタビュー 

持続性 (将来の見込み) 
評価設問

判断基準 必要なデータ 情報源/データ収集方法
大項目 小項目

プロジェクトの

効果はプロジェ

クト終了後も継

続する見込みが

あるか。

(政策面) 
コスタリカ政府の政策支援は

継続されそうか。

- 参加型生物多様性保全に対する継続的な
政治的・制度的支援

プロジェクト関係者の意見・情報 - 最新政策書 
- 日本人専門家インタビ
ュー

- C/P インタビュー 
- プロジェクト報告書 

(制度面) 
プロジェクトの成果は他地域

に普及し、持続的に活用される

か。

- プロジェクトの参加型生物多様性保全の
経験を通じた知見の国家政策、ガイドライ

ン、規則、将来計画への反映

- R.N.V.S.B.Cの実績・教訓の他地域への適
用に関するガイドライン、各保全地域の参

加型管理手法経験の報告書、その他本事業

で作成された報告書の活用例の有無

同上 - 日本人専門家インタビ

ュー

- C/P インタビュー 
- プロジェクト報告書 

(組織面) 
SINACとその他関係機関の組
織体制は参加型生物多様性保

全活動継続において支障ない

か。

- SINACの参加型生物多様性保全実施のた
めの組織体制の適切性

- 関係組織の関与の仕方と役割分担の適切性 

同上 同上

(技術面) 
SINACは、自国の参加型管理
手法の知識をコスタリカ国内

外で共有するメカニズム維持

のために十分なスキルがある

か。

- 参加型生物多様性保全実施のための
SINAC職員のマネージメントスキル 

- コスタリカにおける参加型管理手法の知
識のとりまとめとその情報発信および共

有に関する SINAC職員のスキル 

同上 同上

(財政面) 
MINAE／SINACはプロジェク

- MINAE と SINACの予算調達の能力 参加型生物多様性保全活動に関する近年

の予算配分計画と実績

- MINAE/SINAC年次報告
書
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評価設問
判断基準 必要なデータ 情報源/データ収集方法

大項目 小項目

トの効果を持続するための資

金を調達し、予算配分できる見

込みがあるか。

- 日本人専門家インタビ
ュー

- C/P インタビュー 



長谷川 基裕 
JICA国際協力専門員 

2017年 10 月 13日 

1 

長谷川： MAPCOBIO 終了時評価出張所感 
 
1. はじめに 
今回の出張は、2015年 10 月に行った中間評価に続き、終了時評価ミッションへの参団である。
プロジェクトにて取りまとめられたレポート類の殆どがスペイン語表記であることから、それ
らの内容や質について技術的側面から精査、検証、議論することは困難である。しかし、これ
までに収集した情報から得られた理解を基に、プロジェクト全体を振り返り、どのような意義
があったのかにつき、所感と解釈を交えて MAPCOBIO の成果と意義について概観してみるこ
ととする。 

 
2. 課題意識 

MAPCOBIO のプロジェクト目標は、「コスタリカにおける参加型手法の知識を共有するメカニ
ズムがコスタリカ国内外で構築される。」であり、「参加型手法の知識を共有するメカニズムの
構築」を目標として掲げている。このようなチャレンジングな目標をプロジェクト期間中に達
成しようとする場合、「誰に（対象範囲）、どのような知識を（取扱う対象）、そしてどのような
メカニズムをもって共有するべきか（方法論）」について、プロジェクトのコンセプトとして十
分に議論し、特にキーワードについては、プロジェクトとして何を意図／意味しているのかを
明確に定義したうえで、関係者間でしっかり共有しておくことが重要だと考える。これは、PCM
手法の参加者分析と問題分析に相当し、プロジェクトとしては投入量の検討にも重要な示唆を
もたらすものと認識する。 
 
中間評価以来理解が不十分であった点は、本プロジェクトで中心的に取扱う「知識」とは何で
あるかという課題（問い）であった。「参加型手法の知識」と一口に言っても、管理対象となる
土地（保護区）には、例えばコスタリカにおいては、国立公園（National Park）はじめ森林保
護区（Forest Reserve）、保全地域（Protected Zone)、野生生物保護区（National Wildlife Refuge）
など複数の形態があり、更には、それら周辺のバッファー・ゾーン（非保護区の緩衝帯）1も管
理対象として含む場合には、異なる法規制や土地利用が関与することとなる。保護区に隣接す
る非保護区には行政界や民有地が複雑に絡み合う場合が多く、住民や企業への保護活動への参
加を促す手法には、様々な制約や選択肢に繋がるものと考えられる。したがって、プロジェク
トとして取扱う知識の範囲とアプローチに関し不明瞭さを感じていた。その結果、プロジェク
ト目標とそこに到達するまでの道筋が見えにくくなっているという課題意識を持っていた。 

 
3. プロジェクトの基本的理解 

3.1 全体の流れ 
上記課題を意識しつつ現時点において MAPCOBIO を概観すると、プロジェクトの基本的構
成と流れは、図 1 のように表現／整理できるのではないか。プロジェクト目標を達成するに

                                                      
1 SINAC 管轄の全国 11 の Area de Conservacion（AC: 保全地域）は、保護区周辺のバッファー・ゾ
ーン（非保護区）を含む。 
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は、経験に基づいた知識を「政策へ反映」させる必要があり（成果 3）、そのため、コスタリ
カにおける全形態の保護区（周辺バッファーを含む）を対象に、既存情報の収集と分析作業
を通して俯瞰する「情報収集・分析アプローチ」によって全体を把握し（成果 2）、各種保護
区の中で、私有地と居住民が最も多く、住民との軋轢が生じやすいとされる野生生物保護区
に焦点を当て、バラ・デル・コロラド野生生物保護区において「パイロット活動による検証
アプローチ（成果 2 の部分的検証）」を実施する（成果 1）。そして成果 1 と 2 で得られた結
果（知識）を、成果 4「イベント等による情報発信アプローチ」のもとにコスタリカ内外で共
有する流れと理解する。MAPCOBIO は、上記 3 つのアプローチを用いて異なる成果を出し、
それらの結果を政策にフィードバックすることで（成果 3）、プロジェクト目標の達成を目指
す仕組みになっていると解釈できるのではないか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1  MAPCOBIO における各成果とプロジェクト目標の関係 
 

3.2 成果 3：政策への反映（フィードバック） 
成果 1 と 2（& 3）から得られる結果（知識）を基に、生物多様性保全における参加型の方法
論（ツール）を含む政策を策定、提言する成果 3 は、プロジェクト目標の達成に直結する流
れとなる。成果 3 は、プロジェクト活動による結果が集約される重要な「過程」と位置付け

プロジェクト目標： コスタリカにおける参加型手法の知識
を共有するメカニズムがコスタリカ国内外で構築される。 

政策への反映（フィードバック） 
成果 3: 参加型生物多様性保全の政策とツールが、コス
タリカにおいて提案される。 

パイロット活動による検証アプローチ 
成果 1: 野生生物保護区における参加型管理
手法がバラ・デル・コロラド野生生物保護区
で実施・検証され、それを普及するための経
験的な知識が引き出される。 

情報収集・分析プローチ 
成果 2: コスタリカにおける参加型生物多様
性保全の知識が体系化される。 

イベント等による情報発信プローチ 
成果 4: 参加型生物多様性保全に関する知識
が国内外で共有される。 
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られ、各種提案書（マニュアルやガイドライン等）が作成されるところまでが活動対象であ
る（各種提案書が指標）。この一段階上に位置するプロジェクト目標は、成果 3のアウトプッ
トとして出てくる各種提案書に対する政府の正式承認等によって達成される。この政府承認
は、プロジェクトの持続性を担保するもので、重要な指標ともなっている。 
 

3.3 成果 2：情報収集・分析アプローチ 
既存情報の収集・分析は、野生生物保護区を含み、コスタリカにおける全形態の保護区にか
かる参加型管理に関する経験を俯瞰的に整理することを目的とする。したがって本成果は、
保護区の形態にかかわらず、コスタリカにおける参加型アプローチを集大成するものと考え
られる。本成果の結果は、対象となる多様な土地形態（例： 保護区／非保護区、伝統的村落
／移住村落）をカテゴリー別に整理し知識を抽出、体系化 2することによって機能的モデル化
が達成できると、コスタリカ国内の異なる保護区間や海外にて参照する場合、応用・適用効
果が増すものと推察する（プロジェクトでは、21 の経験を 7 つのカテゴリーに分類してい
る）。 

 
3.4 成果 1：パイロット活動による検証アプローチ（バラ・デル・コロラド野生生物保護区） 
バラ・デル・コロラド野生生物保護区の活動は、保護区内の土地所有と住民が居住するとい
う複雑性と重要性に鑑み、成果 2 を補完／検証する位置付けと考えられる。人が居住し生産
活動が行われている保護区 3のうち、野生生物保護区が最大の私有地面積を有し、住民との関
係も複雑であることから、保護区における住民参加型の在り方や手法を検証する場として重
要であり適切と考えられる。 

 
3.5 成果 4：イベント等による情報発信アプローチ 
この情報発信には多種多様の発信形態があり、ソーシャル・ネットワークを含むメディアに
よる発信をはじめ、条約の締約国会議やその他の国際会議、各種セミナー、シンポジウム等
が含まれる。また、特に中米地域においては、SICA/CCAD の各種会議における発信が含ま
れることから、不定期（アドホック）に開催されるイベントから、長期的視野に立って、政
策的、恒常的に行われるべき発信方法までを含んでいる。 

 
4. 成果 1 & 2：2 つの戦略的アプローチの意義 
本プロジェクトにて知識の体系化を図るプロセスの中で、成果 1 と 2 の活動は重要な役割を担
うと考えられることから、ここでは、これら 2 つのアプローチが有する意義について考察して
みたい。 

 
                                                      
2 「体系化」も定義を要するキーワードで、体系化された知識は、定期的に更新され活用される必要

がある。そのためには、ナレッジ・マネージメントの仕組みが必須である。 
3 保護区内森林保護区（Forest Reserve）、保全地域（Protected Zone)、野生生物保護区（National 

Wildlife Refuge）の 3 保護区で、バラ・デル・コロラドは、野生生物保護区の中で最大の面積を誇
る。 
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 成果 2：情報収集・分析アプローチ（帰納法的アプローチ） 
生物多様性の宝庫と呼ばれる貴重な生態系を有するコスタリカには、参加型保全に関する
長年の経験と知識が蓄積されている。ただし、このような情報は全国に散在していること
から、収集、集約、分析するという過程（プロセス）を通し、これまで既知と考えられてき
た知識を振り返ることで、暗黙知の可視化を試みたと理解できるのではないか（知識の体
系化）。本アプローチは、バラ・デル・コロラド野生生物保護区で実施のパイロット活動（演
繹的アプローチ）と比較すると、収集したデータを分析することで「一般的傾向を導き出
す」帰納法的アプローチと位置付けられるのではないか。また、このようなアプローチは、
経験と知識を暗黙知として多く有する中進国ならではの取組ではないかと推察する。 

 成果 1：パイロット活動アプローチ（演繹法的アプローチ） 
コスタリカの保護区にはいくつかの種類があり、その中で保護区内に土地所有（居住）が
認められ、特に、ある程度の生計活動／経済活動が想定される野生生物保護区においては、
住民との協働が重要となる。しかしこのような経済活動には、一般的に保護区の一部とし
て法的規制を伴う場合が多い。したがって、保護区内に居住する住民と協働を促すには、
先ずは保護区管理当局との信頼関係を構築する働きかけが必須であり、次に、管理当局と
の協働作業が、結果としてどのような経済便益をもたらすかを具体的に示すことが重要と
なる。「住民に経済便益をもたらす方法」とは、地産地消を基本として対象地毎に活動及び
アプローチが異なると推察することから、特定地域にて採用された方法を一般化すること
は困難だと考える。ただし、どのように「信頼関係を構築」し、「どのように経済便益を生
むか」という点についてパイロット的検証を行うことは、参加型の知識創造を図るという
プロセスとして一般化できる部分があるのではないか。したがって本活動は、「保護区内に
暮らす住民に対し経済便益をもたらすことが、保護区管理への協力を引き出すインセンテ
ィブとして効果的である」という、いわば仮説をもって活動／検証する演繹法的アプロー
チといえるのではないか。 

 
5. 採用した主な参加型手法／ツール 
 保護区内（バラ・デル・コロラド野生生物保護区）： 経済的インセンティブ、生計向上支

援など、具体的インセンティブを前面に出したインプットをもって、農民から保護区管理
への協力を引き出そうとするアプローチに関し、多角的に検証した。MAPCOBIO では、
野生生物保護区に居住する住民に対する働きかけとして、いくつかの農業支援策（例：finca 
integral）をパイロット的に取組んだ事例。 

 保護区外： これまで各保全地域（AC）で取り組んできた経験のとりまとめと分析を行っ
た。経験を取りまとめる過程において、保全地域職員と様々な関係者の参加と協働があっ
たことから、これまでの経験の価値認識や今後の課題等が共有され、パートナーシップが
芽生え強化された。取りまとめられた経験の中には、学校教育を核とした環境教育を通じ
て、直接的利害関係の薄い周辺住民を取込み、保護区管理への理解と協力を引出す等の活
動がある。 
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 保護区内外（横断的）： トラップカメラを活用した参加型環境モニタリングや環境教育・
啓蒙活動等、保護区、非保護区に関係なく住民を取込むアプローチ／ツールが試行された。
一般的に、直接的経済便益をもたらす活動を伴わない場合には、身近な環境／生態系に関
する理解を深めることによって（例えば、希少生物の生息など）、住民が自分の住環境に対
し愛着や誇りを持つような働きかけ（ファシリテーション）が重要だと考える。 

 
6. MAPCOBIO の意義と今後の活用 
生物多様性分野で世界を代表するコスタリカにおいて、パイロット活動／検証作業を行いつつ、
参加型保護区管理に関するこれまでの経験をとりまとめ、知識を体系化できたことは大きな成
果であった。この成果は、本分野における中進国のステータスを高めると共に、国際協力とい
う視点において様々な示唆をもたらすものと理解する。特に、本プロジェクトの成果は、保護
区内外の管理における異なるアプローチや考え方、方法、あるいは生態系サービスの活用促進
や持続的開発目標（SDGs）、CBDの愛知目標への貢献等、その成果は多角的な可能性を有する
ものと考える。 
 
本プロジェクトの成果として編纂されたガイドラインやマニュアル類は、コスタリカのみでな
く、中米地域各国はもとより広く一般的に活用価値が高いものと考えられる。ただし知識とは、
恒常的に更新、改定されるべきものであり、一時的な体系化／形式化で終わることなく活用さ
れ続けることによって、また新たな知識が生まれることが期待される。特に、生計向上支援と
保護区管理、生物多様性保全との繋がりを維持、促進することは、容易な活動ではないことか
ら、更に経験と事例を積み上げることによって学び続けることが重要だと認識する。社会にと
っては、このような知識創造のプロセスを可能とするメカニズムを構築することが重要であり、
ODA 支援としては、このような活動を積極的に展開することで三国研修や南南協力に繋げて
いくことに、国際協力として大きな意義があるものと考える。 

以上 
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